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SC  ：サプライチェーン
VC   ：バリューチェーン



１．NPE移行戦略ロードマップにおける
「ネイチャーファイナンスの拡大・質向上」の位置づけ
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◼ 「2050年自然共生社会」「2030年NPEへの移行」の実現に向け、 「いつまでに、何をすべきか」の全体像を具体化することを目的に、
NPE移行戦略ロードマップ（2025-2030年）を策定。

◼ 国の施策に加え、ステークホルダーの連帯した力の発揮等がNPEの実現に必要となるため、本ロードマップでは、国の施策を主軸としつつ、
企業・金融機関を含むステークホルダーに期待するアクションを整理。

◼ これにより、ステークホルダーの主体的な取組の深化や、関係省庁の施策との相乗効果を発揮し、連帯した取組を促進することで
2030年以降のNPな取組効果の発現を目指す。

2030年「ネイチャーポジティブ」を実現した世界観と生態系タイプ

ネイチャーポジティブ経済移行戦略ロードマップ（2025-2030年）について

2030年以降のNPな取組効果の発現を目指すべく、
国の施策を主軸としつつ、ステークホルダーに期待するアクションを整理

ロードマップ再掲
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３． NPE移行後の絵姿※１

⚫ 本戦略に基づく個々の企業のネイチャーポジティブ経営への移
行が進み、行政や市民も含めた多様な主体によるネイチャーポジ
ティブの取組が展開され、その総体としての資金の流れの変革を
通じた、ネイチャーポジティブ経済へ移行した2030年時点の姿を
以下のとおり示す。

⚫ ネイチャーポジティブ経済移行後の絵姿としては、個々の企業の
価値創造プロセスの実現により、情報開示を通じ取組が投資家
や地域に高く評価され、企業価値の向上と地域価値の向上に
結びつき、取組がさらに促進されるという好循環が生まれている。

（１）NPE移行後の状態（絵姿）の整理（1/3）

A. 個々の企業のNP経営への移行が進んでいる状態

B. 情報開示を通じ取組が投資家や地域に高く評価され、企業
価値の向上と地域価値の向上に結びつき、取組がさらに促進
される好循環が生まれている状態

C. 上記絵姿実現のための基盤環境が整備されている状態

◼ NPE移行戦略上では2030年時点の「NPE移行後の絵姿」を以下のとおり示しており、
今回のロードマップ化に当たって、「NPE移行後の状態」の詳細化を実施。

NPE移行後の状態（絵姿）

後頁で詳細を整理

※ 1：NPE移行戦略「3.ネイチャーポジティブ経済移行後の絵姿」及び「5.ネイチャーポジティブ経済への移行に向けた課題と対応」のうち「(4)基盤環境整備」より抜粋
※ 2：経団連自然保護協議会が実施するアンケートで「取締役会や経営会議で生物多様性に関する報告や決定がある」と回答した企業の割合

自然資本に立脚した、GDPを超えた豊かな社会の礎が築かれている

• 取締役会や経営会議で生物多様性に関する報告や決定がある企業の割合※２：約５割（2023年時点：約４割）
• ネイチャーポジティブ宣言の宣言・賛同団体数：1,000 団体（2025年７月時点：963団体）

・・・

1,500団体に引き上げ

こうした絵姿を実現するため、先ずはNP経営の方向に舵を切る企業等を増やしていく（その後、拡大・社会浸透等）

オレンジ枠線：
コアメンバー会議の主眼箇所
※点線枠は補足的箇所

ロードマップ再掲

https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/075_kekka.pdf
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（１）NPE移行後の状態（絵姿）の整理（2/3）

グローバルVCを通じた
自然資本への

影響把握、負荷軽減

国際ルールメイキングへの貢献

企業

C. 上記の絵姿の実現のための基盤環境が整備されている状態

消費者

国

金融機関・投資家

地方
自治体

NPO/

NGO

中間
支援組織

学術
研究機関

地域企業

地域
金融機関地域

A. 個々の企業のNP経営への移行が進展

B.情報開示を通じ取組が金融機関・投資家や地域に
    高く評価され、企業価値の向上と地域価値の向上
    に結びつき、取組がさらに促進される好循環

連帯した力の発揮等による

自然資本の保全と経済循環

B.1 企業はNP経営への移行を価値創造ストー
リーの中に位置づけ、機会創出による持続的な
キャッシュフローの増加と、適切なリスク管理による
資本コストの低減・最適化を図っている

B.2 金融機関・投資家が建設的な対話を通じて
企業のNP取組を投融資判断に織り込み、投融
資を行っている

B.4 地域が保有する自然資本の価値が、企業
等のステークホルダーに評価され、生物多様性地
域戦略等の計画が企業等との対話において機
能し、その結果として地域における自然資本の保
全と経済循環が進んでいる

B.3 消費者・市場等はNP関連の製品・サービス
を評価でき、NPな消費行動が進展し、地域価
値向上にも貢献している

ネイチャーファイナンス

自然関連財務情報開示

NP関連の製品・
サービスのコミュニケーション・
売買等による企業価値向上

投資等による
企業価値向上

オレンジ枠線：
コアメンバー会議の主眼箇所
※点線枠は補足的箇所

ロードマップ再掲
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（１）NPE移行後の状態（絵姿）の整理（3/3）

• グローバルVC全体を通じた自然へのネガティブな影響よりも、ポジティブな影響が上回る経営状態を目指し、個社が自社にとってのリスクを把握した上で、既存ビジネス
においてリスクを回避できており、新規ビジネスにおいてもリスクに配慮した展開ができている状態。加えて、自社にとっての機会を認識した上で、機会を起点にビジネス
化ができている状態

• その際、気候変動対策や循環経済の取組と、自然資本の保全・回復のための取組とのシナジーの最大化・トレードオフの最小化が各社の考え方に組み込まれている

A. 個々の企業のNP経営への移行が進んでいる状態

• 企業のNPへの貢献価値、及び地域の自然資本価値について、適切な評価手法が確立・普及している。
それを踏まえ、下記1、2、3が進むことで企業価値の向上等※１に結びつき、さらに３によって地域価値の向上にも貢献している状態

１．企業はNP経営への移行を価値創造ストーリーの中に位置づけ、機会創出による持続的なキャッシュフローの増加と、適切なリスク管理による資本コストの低
減・最適化を図っている

２．金融機関・投資家が建設的な対話を通じて企業のNP取組を投融資判断に織り込み、投融資を行っている

３．消費者・市場等はNP関連の製品・サービスを評価でき、NPな消費行動が進展し、地域価値向上にも貢献している

４． 地域が保有する自然資本の価値が、企業等のステークホルダーに評価され（地域の自然資本価値の指標化が進んでいる）、生物多様性地域戦略等の計画
が企業等との対話において機能し、その結果として地域における自然資本の保全と経済循環が進んでいる

B. 情報開示を通じ取組が投資家や地域に高く評価され、企業価値の向上と地域価値の向上に結びつき、取組がさらに促進される好循環
が生まれている状態

• NP取組に必要な資金・資本が投じられるようなDX（生物多様性に関する一次情報データベース化、取組効果の見える化等のデジタル技術の促進等）が進んでいる状態

• NP取組に必要な研究開発・技術実証支援が進むことで様々なイノベーションが創出されており、NP技術やビジネスモデルが普及段階に至っている状態

• 国際枠組への参画等によって日本の「NP移行」の考えがグローバルに評価されるルールメイキングが進み、日本企業によるNPな取組がアジアモンスーン地域等において横
展開できている状態

• 機運醸成・ネットワーク形成を目的としたプラットフォーム等の展開により、NP技術を保有する企業と求める企業・自治体等のステークホルダー間でのマッチングが進むなど、
異業種間での互助・協業による効果が発揮されている状態

C. 上記の絵姿の実現のための基盤環境が整備されている状態

※1 企業の取組が市場から評価され、株価やPBRの向上等が図られている状態。なお、「環境に関する情報開示や保全取組が進んでいる企業ほど利益率や企業価値が上昇している」ことの研究（Shen et al. 2024)や、「TNFDに賛同する企業の株価パ
フォーマンスも良好に推移している」データ（中川 2024：NOMURA Global Markets Research2024年11月14日号、リンク無し）がある。

オレンジ枠線：
コアメンバー会議の主眼箇所
※点線枠は補足的箇所

ロードマップ再掲

https://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1002/csr.3062
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（２）NPE移行に向けた過程

2030年 2050年

大企業、フロントランナー企業等のNP経営移行 拡大・社会浸透

ネイチャーファイナンスの拡大と、質の向上（同時進行）

フロントランナー金融機関群のNP向け投融資行動発現

ネ
イ
チ
ャ
ー
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
経
済
へ
の
移
行

自
然
と
共
生
す
る
社
会

企
業

企業と金融機関・投資家の間のエンゲージメント深化

～2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

中堅・中小企業（優先対象分野関連等）のNP取組促進

地
域

一部同時進行

消
費
者

引き続き、推進（NP配慮の重要性の継続的な周知等含め）

国

投
資
家
・

金
融
機
関

NPE移行戦略の「価値創造プロセス」
に沿ってNP経営深化

国の施策の方向性の詳細は、
P10以降を参照

企業価値向上と地域価値向上の同時実現

NPな地域づくりの実践（面的な取組展開）

消費者の意識・行動変容の
好事例の創出及び横展開

研究開発や技術実証、NPEのための仕組みづくり等の検討・推進、機運醸成・ネットワーク形成
アジアモンスーン地域も巻き込んだネイチャー分野での国際ルールメイキングにおける戦略づくり

オレンジ枠線：
コアメンバー会議の主眼箇所
※点線枠は補足的箇所

ロードマップ再掲



9

ランドスケープアプローチ※の観点から地域の自然資本を活かしたNPな地域づくりを実現  

～企業価値と地域の価値を併せて向上、地域活性化に繋げる～

自然資本の環境価値を活用した経済全体の高付加価値化、情報開示促進及び
ネイチャーファイナンスの拡大により、NP経営実践の拡大・深化を図る

NPな取組を進める日本企業の国際的競争力の強化のため、産官学の連携の下、
自然資源の調達や土地利用の在り方を含めた自然領域のルールメイキング等に
積極的に関与・主導する

視点１

視点２

視点３

※ ランドスケープアプローチとは、一定の地域や空間において、主に土地・空間計画をベースに、多様な人間活動と自然環境を総合的に取扱い、課題解決を導き出す手法のこと。
例えば、自然資本の供給側（上流）から消費側（下流）までが一体となって、そのランドスケープの中にいるマルチセクターが連携して取り組むことなど。

（３）NPE移行に向けた重要な視点

オレンジ枠線：
コアメンバー会議の主眼箇所
※点線枠は補足的箇所

ロードマップ再掲
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今後の方向性の整理2-4：ネイチャーファイナンスの拡大・質向上

NP目標に関連する金融商品例 （2025年7月31日時点）

出典：環境省「 インパクトファイナンスの基本的考え方」／世界銀行グループ「NOTE ON NATURE FINANCE TRACKING METHODOLOGY」

投融資における
NP配慮指針
（仮称）等 官民連携による

ネイチャーファイナンスの
先行モデルの創出 横

展
開

企業自治体 金融機関

▲環境省「インパクトファイナンスの基本的考え方」
（2020年7月）等

各
種
金
融
機
関
事
例
・

ガ
イ
ダ
ン
ス
等

今後の方向性イメージ

投資家・
金融機関ネイチャーフットプリントの開発と金融セクター

向け活用ガイダンス（仮称）の開発

課題への対応状況
• 国際的には、世界銀行グループにおいてネイチャーファイナンスについて定義※1し、PRI

（責任投資原則）やUNEP FI、 ICMAが金融機関・投資家向けのガイダンス等を公開
• 日本国内では、一部の大手金融機関・機関投資家が自然資本に着目した投

融資商品を開発しており、FANPS※2はNPに貢献する技術をまとめたソリューショ
ンカタログを策定（損害保険セクターは自然災害等の保険金支払いによるア
セットロスの影響を受ける性質から先行傾向）

今後の方向性
●国の施策
• 国内外のネイチャーファイナンスの拡大・質を向上させるための、投融資におけるNP配慮指針等（仮
称、国内外の優良事例含む）の検討・策定【～2026年度】

• 同指針等を活用した、官民連携によるネイチャーファイナンスの先行モデル（NP配慮を通じた投融
資及びその効果検証等）の創出 【2026年度～】

• ネイチャーフットプリントの開発と金融セクター向け活用ガイダンス（仮称）の開発支援【～2025年度】

●ステークホルダーの取組
• 金融機関・投資家は、NP経営が企業価値向上において重要な要素であるという認識をした上で企

業と対話し、投融資判断においてNP視点を織り込む
• NP宣言等のコミットメントを行う金融機関・投資家が拡大し、NPに貢献する金融商品の市場規模を拡大

セクター 企業 プロジェクト・商品名

銀行
信託銀行
信用金庫
地銀等

みずほ銀行、みずほリサーチ＆テクノロジーズ Mizuho 自然資本インパクトファイナンス

三菱UFJ銀行 自然資本経営評価型ローン

三井住友銀行 自然資本経営推進分析融資

三井住友信託銀行 ネイチャー・インパクトファイナンス

三井住友トラスト・インベストメント、SBI新生企業投
資

サーキュラーエコノミー・ネイチャーポジティブ1号ファンド
(100億円規模)のリリース)

七十七銀行 宮城県沿岸部におけるブルーエコノミーの構築

肥後銀行 ひぎんSDGsサポートローン

保険
MS&ADホールディングス

自然資本・生物多様性の保全・回復に資する 商品・サービスの提
供（森林の再造林を保証する火災保険「フォレストキーパー」など

損害保険ジャパン 森林由来のカーボンクレジットに関する補償

※1 世界銀行グループは、ネイチャーファイナンス（Nature Finance）を「2030年までに自然喪失を食い止め、反転させるというNP目標に貢献し、昆明・モントリオール生物多様性枠組の実施を支援するファイナンス」と定義し、その分
類として、NPファイナンス（Nature Positive Finance）、ネイチャー主流化ファイナンス（Nature Mainstreaming Finance）を挙げている。
※2 Finance Alliance for Nature Positive Solutions

一方、企業のNP経営の評価指標が単一ではなく、また評価に必要な情報・
理解材料が不足している状況。今後、ネイチャーファイナンスの拡大・質向上を
促進するためには、金融機関・投資家が、企業のNP経営の価値を適切に評
価した上で投融資判断をできる（＝投融資方針にNPが織り込まれている）
ようにすることが必要

本コアメンバー会議に
おいて検討

オレンジ枠線：
コアメンバー会議の主眼箇所
※点線枠は補足的箇所

ロードマップ再掲

https://www.env.go.jp/press/108151.html
https://documents1.worldbank.org/curated/en/099020524182036310/pdf/BOSIB1722f330c0fd18f8818b41d9bbe465.pdf
https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/sustainability/natural_capital/index.html
https://www.mufg.jp/dam/csr/report/tnfd/2025_ja.pdf
https://www.smbc.co.jp/hojin/financing/sustainable/promotion/nature/
https://www.smtb.jp/business/pif/nature_structure
https://www.smtic.jp/news/20250331.html
https://www.smtic.jp/news/20250331.html
https://www.77bank.co.jp/pdf/newsrelease/23071004_esg.pdf
https://www.higobank.co.jp/business/service/funding/funds/support.html
https://www.ms-ad-hd.com/ja/csr/quality/creature.html
https://www.ms-ad-hd.com/ja/csr/quality/creature.html
https://www.sompo-hd.com/csr/materiality/topic4/
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2050

自
然
と
共
生
す
る
社
会

2030

ネ
イ
チ
ャ
ー
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
経
済
へ
の
移
行

視点1
NPな地域づくり
で企業と地域の

価値向上

視点2
NP経営実践拡
大・深化に向け
た自然資本価
値可視化、情
報開示促進

視点3
自然関連領域
の国際ルールメ
イキング、国際
競争力強化

2-1 生物多様性・自然資
本に関するデータ整備

2-2 生物多様性・自然資本の
価値取引を見据えた価値評価

2-3 NP経営移行による「企
業価値向上ストーリー」の確
立・浸透

2-4 ネイチャーファイナンスの
拡大・質向上

2-5 消費者側の意識・行動
変容への仕掛け

3-1 調達におけるNP配慮の
推進

3-2 自然領域における国際
ルールメイキングへの参画

1-1 企業価値向上と地域
価値向上の同時実現

1-2 NPな地域づくりの体制
強化（面的な取組展開）

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

消費行動におけるNP配慮の重要性等の継続周知

官民整備の各種データベース等の機能・連携強化、各種指標に関する検討の国際動向と各種データベースの整合性確保

価値評価及びその活用の仕組みの検討・整理

ISSB BEESリサーチ・プロジェクト結果を踏まえた対応の検討

投融資NP配慮指針(仮称)等検討・策定 NP配慮指針等を活用した官民連携ネイチャーファイナンス先行モデルの創出

影響把握と負荷低減関連の企業行動支援

調達NP配慮指針等(仮称)の検討・策定

NPなVC構築の先行モデルの創出
調達を通じたフットプリント低減の検討

グリーン購入法等の公共調達基準への反映に向けた検討

国内の活用実績を増やし、ASEAN諸国への展開やLCA関連の国際会議等
での連携強化を実施

ネイチャーフットプリントの開発、金融セク
ター向け活用ガイダンス(仮称)の公表

生物多様性見える化マップ（自然共生サイト等に関連するデータベース）の機能搭載・拡充

自然共生サイト認定・支援証明書制度運用

企業・地域価値の向上見える化に向けたワークショップ等の実施

NP取組が企業・地域価値向上につながる成功事例の創出

ランドスケープアプローチの先行モデル創出

生物多様性地域戦略の策定支援

生物多様性・自然資本の価
値評価及びその活用に関する
基本的考え方整理

優先対象分野別リスク・機会ロングリス
トの検討・作成等の開示支援

企業価値向上ストーリー集(仮称)

NP関連価値を見せる売り場づくり等の好事例創出 消費者・VC上の企業・小売店等への横展開

モデル事例の横展開、プラットフォーム等における連携機会の創出

生物多様性見える化マップ（生物多様性に関する各種情報）の機能搭載・拡充

衛星を活用した植生図の整備等速報性を重視した自然環境情報の整備

（４）ネイチャーポジティブ経済移行戦略ロードマップにおける国の施策の全体像

NPEプラットフォームの活性化を通じた互助・協業の取組推進

NP経営移行に向けた能力養成や技術開発・支援 中堅・中小企業への能力養成や技術開発・支援

自然領域の市場獲得の基盤となる攻めの戦略・守りの戦略の策定
戦略を踏まえたTNFD、SBTN、
NPI 、 IPBES 、 ISO/TC331 等
ルールメイキングの場における日本
の技術、取組成果の打込み

実地でのFS実証事業

ロードマップ再掲

オレンジ枠線：
コアメンバー会議の主眼箇所
※点線枠は補足的箇所
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本コアメンバー会議の目的・趣旨

◼ 2025年度は、下記の３種のコアメンバー会議を設置・開催により議論を深め、
ネイチャーポジティブ経済への移行の促進を図る。

ファイナンスにおけるNP配慮等
に関するコアメンバー会議

優先対象分野に関するコアメンバー会議
調達におけるNP配慮等に関する

コアメンバー会議

【目的】
 ネイチャーポジティブ経営が円滑な国内外の資金の呼び

込みに結びつくよう、2025～2026年度にかけて、ネイ
チャーファイナンスの拡大・質向上に必要な情報（投融
資基準、企業と投資家間のエンゲージメント促進のた
めの観点等）を整理し、指針等の検討を実施。

 加えて、官民連携によってネイチャーファイナンスの先行
モデルの創出に取り組むことを想定。
※ BRIDGE/ネイチャーフットプリント事業の「テーマ２：ネ

イチャーフットプリントを用いた金融/投資機関における活
用のための実証事業」の成果も、本検討にて、インプット
される想定

【委員構成案】 
 政策研究大学院大学・竹ケ原委員
 農林中央金庫・野田委員
 りそなアセットマネジメント・松原委員
 みずほ銀行・平野委員
 日本生命・宮本委員
 オブザーバー：関係省庁（国土交通省、林野庁、金融

庁、環境省環境経済課等）

【目的】
 第７回NPE研究会で示した優先対象分野（食料・農

林水産関連分野、建設・インフラ関連分野、製造関連
分野）における自然関連リスク機会ロングリスト・VC
マップについて、効果的な公表方法や対象別の普及・
活用促進のための施策等について議論し、得られた意
見を踏まえて公表・施策実施を行う。

 優先対象分野が、NP観点で悪影響を与えている分野
であると誤認されないような（むしろ好影響も与えている
観点も含めた）公表のための留意事項も整理。

【委員構成案】 
 MS&ADインシュアランスグループホールディングス株式会

社・原口委員
 経団連自然保護協議会・饗場委員
 電機・電子４団体 環境戦略連絡会 生物多様性ワー

キンググループ・勝田委員
 三井住友信託銀行・後藤委員
 オブザーバー：関係省庁（国土交通省・農林水産省・

林野庁、経済産業省等）

【目的】
 NPな取組が企業価値の向上につながるよう、バリュー

チェーンにおける生物多様性への影響の把握、負荷低減
に関する企業の具体的な行動を支援。

 2025年度は、データ・ツール等を体系整理し、NPEプ
ラットフォーム（2025年３月に新設）への掲載を行う。
また、グローバルVCにおけるNP配慮について、各社が
押さえるべき事項、日本企業に提供すべき指針等につ
いて検討する。

 2026年度は、特にハイインパクトコモディティを取り扱う
日本企業向けのガイドライン・指針を公表し、指針を活
用した官民連携によってNPなバリューチェーン構築の
先行モデルの創出に取り組む。

【委員構成案】 
 公立大学法人高崎経済大学・水口委員
 経団連自然保護協議会・饗場委員
 東北大学・藤田委員
 三菱商事・庄司委員
 東北大学・金本委員
 セブン＆アイホールディングス・和瀬田委員
 オブザーバー：関係省庁（農林水産省、林野庁、経済

産業省、国土交通省、 環境省環境経済課等）



２．過年度のご意見、検討事項
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過年度のご意見、検討事項（1/4）

分類 御意見 対応方針（緑字：本指針にて対応）

企
業
・
金
融
機
関
の
現
状
、
ニ
ー
ズ

• TNFDでも情報開示は報告書作成者と情報利用者にとって「ディシジョン・ユースフル」に活用されるべきだと言われているが、現状ではアセスメン
トやデータも不足しており、開示指標自体が十分に整備されておらず、情報利用者はレポートをどう活用すれば良いか分からない。現段階で
求められるのは「エンゲージメント・ユースフル」な開示であり、それを材料にお互いに議論し学び合う段階にある。（#7NPE、原口委員）

• 企業がリスク分析や開示から始める黎明期にあり、金融機関による支援も多いが、次のステップとしてNPな状態をつくるために何をすべきか
企業が悩んでいる。（#8NPE、野田委員）

• 本コアメンバー会議を通じて、投融資
におけるNP配慮指針(仮称)（以下、
本指針）を策定予定

• ファイナンスの文脈では株価やPBRが言及されるが、企業の取組が企業価値にどのように結び付くかは見えづらいという課題がある。株価の上昇
について言及があったが、事業の継続には商品が売れ続けることが重要であり、環境に良い商品でも消費者に認められなければ循環は回らない。
企業価値に関するストーリー集の作成に期待しているが、その内容について考慮すべき点がある。（#8NPE、山本委員）

• TNFDのLEAPプログラムではリスクの特定と対応が中心となり、企業側に負担が生じることがあるが、リスクのみを強調すると前進が難しくなる。
（#8NPE、山本委員）

• 企業価値向上とは、PBRや株価だけではなく、PBRにはROEやPER、新規事業開発や販売戦略などが含まれており、企業活動全体が反映さ
れたものと認識している。そのため、PBR向上は単なる数字ではなく、価値向上ストーリーと結びつけて示すことが重要である。（#8NPE、藤田
委員）

• 本指針と企業価値向上ストーリー集
(仮称)は接続するよう、それぞれを策
定予定

• 企業と金融間の対話が不足しており、企業は金融機関が何を求めているかをよく理解していないため、エンゲージメントの深化が必要。
（#7NPE、饗場委員）

• エンゲージメントが鍵であり、金融機関と企業が共通の目線を持ち、キャッシュフローや目指すべき姿を明確にするプロセスが重要である。そ
の中で指標の設計やエンゲージメントの質向上が求められる。（#8NPE、野田委員）

• 本指針の内容検討にあたって、「エン
ゲージメントの質向上」「指標の整理」
のニーズを考慮

• 地銀の研究所は経済が専門で、サステナビリティの知見も持っておらず、顧客からSDGsの相談が来ても応えられないというギャップがある。
（R5コア、原口委員）

• 自治体がグリーンボンドでファイナンスの取組を進めるのも大事だが、補助金的な話にとどまりがち。広域で洪水防止や地下水涵養を目的とした
数百億のグリーンインフラのファイナンスの話にはならない。（R5コア、原口委員）

• 本指針は金融業界全体で活用できる
ものとするが、次年度以降に地域NPモ
デル事業との連携も含めて検討予定

• 金融セクター向けガイダンスやネイチャーフットプリントの開発について、投融資で事業者のNPへの取組が評価される仕組みは歓迎される。一方
で、事業者側では自然関連のリスク・機会の定義やリスクレベル評価の閾値設定が難しいと感じている。（#8NPE、泉委員）

• 海外のスタートアップには投資対象があるが、日本ではまだ少ない。そのため、投資選別に役立つ合理的で納得性のあるガイダンスがあれば、
投融資で活用できるものになると考えられる。（#8NPE、金井委員）

• 本指針の内容検討にあたって、「投融
資で事業者のNPへの取組が評価され
る仕組み作りの促進」「NP関連の投資
対象の明確化」のニーズを考慮

現状・課題

表記 ※公表時には、個人名は削除予定
• R5コアメンバー会議⑤地域・金融関係：R5コア
• R6意見交換会：R6意見交換
• R6第７回NPE研究会：#7NPE

• R7第８回NPE研究会：#8NPE
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過年度のご意見、検討事項（2/4）

分類 御意見 対応方針（緑字：本指針にて対応）

全
体
方
向
性

• 金融機関にとってネイチャーは、一度理解さえできれば投資機会になるという理解が進んでいくと思う。GHGだとデータを測ってCO2減らそうという
だけだが、NPな行動の方が自然資本に直結する直接的なメリットになる。（R5コア、原口委員）

• GHGの定量把握やリスク評価への枠組みができたことで資金がつけやすくなり、技術投資も進んでいる。これを参考にネイチャーファイナンスも進め
ていくべき。（#7NPE、野田委員）

• 本指針の内容検討にあたって、「NPな
行動」に資金が付きやすくなるよう、考
慮

• 個々の企業・プロジェクトではなく、サプライチェーン全体に投資するファイナンスが必要。個々だけだと全体のシステムが持たない。サプライチェー
ン全体としてリスク管理して「安心してお金を貸せる」体制が重要。（R5コア、後藤委員）

• 本指針の内容検討にあたって、SC全
体に投資するファイナンス事例を探索
予定

• NPに取り組むことが企業価値の向上に繋がるというロジックさえ示せれば、現在の金融のフレームワークの中で投資に繋がるだろう。（R6意
見交換、竹ケ原委員）

• ネイチャーポジティブ経営は、カーボンニュートラル同様に実現が相当先となるが、その志向を評価する仕組みが重要である。少なくとも悪化を止
め、ポジティブな方向を目指す経営を評価することが重要である。（#8NPE、高橋委員）

• NPE移行戦略ロードマップ上で企業
価値向上のロジックについて整理。本
指針と企業価値向上ストーリー集(仮
称)は接続するよう、それぞれを策定予
定

• リスク対応する企業からのニーズが増える点を想定し、FANPSソリューションカタログは、新規技術投資が中心。一方、生物多様性に取り組む既
存企業側へのメリットを提示するなどの金融機関側の動きもあれば良い。（R6意見交換、古賀様）

• 本指針の内容検討にあたって、企業の
NP対応をしない場合のリスク、した場
合のメリットの両方を提示できる金融
の動きを促せるよう、考慮

• また、ロードマップ作成後のプロセスで、ガイダンスや評価ツールの流通が円滑に進むか懸念があり、開発時には普及方法やそのポイントを考
慮する必要がある。（#8NPE、泉委員）

• 本指針の普及方法についても今後議
論（第２回コアメンバー会議や次年
度中心となる予定）

ネ
イ
チ
ャ
ー
フ
ァ

イ
ナ
ン
ス
の
定
義

• 今後、ファイナンスでは事業者レベルでのデューディリジェンス後に、ベンチマークとして打ち出す指標の動きが出る可能性がある。国が個別の指標
を示すのは難しいため、ステップを提示することで議論を深められる。漠然とした「ファイナンス」という言葉を使うより、NPE移行戦略を議論した
際のように概念を地道に整理すべき。（#8NPE、香坂委員）

• 基本的に自然資本を中心にしており、ネイチャーファイナンスよりも自然資本ファイナンスの方が企業には受けが良い。資本という言葉がつく
ことで受け入れられやすく、人的資本の流行もその例である。自然資本という言葉がある以上、評価基準が求められる。今後、自然資本の評
価基準を設け、その評価が改善することで企業にも貢献する社会を目指すべきである。（#8NPE、馬奈木委員）

• 本指針の内容検討にあたって、「先行
文献内の各種定義」を整理し、それら
を踏まえて適切な本指針の「タイトル」
についてもコアメンバー会議にて議論予
定

解決の方向性（ソリューション）

表記 ※公表時には、個人名は削除予定
• R5コアメンバー会議⑤地域・金融関係：R5コア
• R6意見交換会：R6意見交換
• R6第７回NPE研究会：#7NPE

• R7第８回NPE研究会：#8NPE
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過年度のご意見、検討事項（3/4）

分類 御意見 対応方針（緑字：本指針にて対応）

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
手
法
（
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
・
評
価
）

• 持続可能な原材料調達は生物多様性に効果があるが、サステナブル・生物多様性への配慮に関する基準を示すべき。投資家も基準が分か
らず評価が難しい。行動変容を促すためには、グリーンウォッシュとならないように議論が必要。（R5コア、藤田委員）※テーマ④調達のコアメン
バー会議での発言

• 生物多様性や自然資本の見える化について、植林や植栽など社会貢献的な施策のみならず、サーキュラーエコノミーなどを含めたTNFDの5
つのインパクトドライバーのメトリックスなどを地域企業の評価項目に含め、グローバルな企業とのリンクを作っていくことが重要。（R5コア、
原口委員）

• 今までは生物多様性で考えてきたことがNPになったことで、考慮する対象が広がった。生物多様性の測定は難しいが、CO2や水のような定量
化が容易なところを先行して評価することが重要。（R5コア、原口委員）

• 事業性評価の優先課題は何か、何を管理しどのようなKPIをトラッキングするのか等をクリアにすることでファイナンスが広がる可能性がある。
（#7NPE、金井委員）

• 金融機関向けガイダンス開発では、金融機関が評価する項目と事業者自身の評価項目を整合させる形で作ることが望ましい。（#8NPE、
泉委員）

• 本指針の内容検討にあたって、投資家
の評価基準について、先行文献から抽
出予定。その際、事業者自身の評価
項目との整合、測定の難易度、インパ
クトドライバー等の観点も考慮

• 開示情報の質が上がれば、優れた企業に対して長期投資家等による投融資がされる流れになるだろう。加えて、ESGやサステナブルファイナ
ンスの中で、ネイチャーの要素も配慮されていくことが必要である。（R6意見交換、竹ケ原委員）

• 環境省発行「グリーンリスト」にて、自
然関連の項目も追加された。本指針
の内容検討にあたって、ESGやサステ
ナブルファイナンス全体の枠組みとの連
動も考慮

• 企業によっては気候＆資源循環、資源循環＆生物多様性についての影響額が記載された統合報告書もある。シナジーもトレードオフも書いて
ある。現在は個社で自由に記載しているが、記載や開示の仕方に国の指針があってもよいと思う。（R5コア、饗場委員） ※テーマ④調達のコ
アメンバー会議での発言

• 企業のTNFD関連の記載・開示の優良
事例等に関しては、別途企業価値向
上事例集で整理

• ネイチャーファイナンスはラベルファイナンスではなく通常の融資として組み込むことを重視すべき。（#7NPE、金井委員）
• 短期的ではなく長期的な視点で、民間だけでなく国の資金も必要であり、運転資金や施設費だけでなく、プロファイルやブレンデッドファイナ
ンスなどの手法の検討も必要である。最適な方法を共に考えることが大切である。（#8NPE、野田委員）

• 本指針の内容検討にあたって、ファイナ
ンス手法についても先行文献から抽出
予定

表記 ※公表時には、個人名は削除予定
• R5コアメンバー会議⑤地域・金融関係：R5コア
• R6意見交換会：R6意見交換
• R6第７回NPE研究会：#7NPE

• R7第８回NPE研究会：#8NPE
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過年度のご意見、検討事項（4/4）

分類 御意見 対応方針（緑字：本指針にて対応）

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
手
法
（
ク
レ
ジ
ッ

ト
等
）

• 「ネットゼロ」を目指す企業も自然系のカーボンクレジットを活用することで、ネイチャーファイナンスにも繋がる。こうしたHOWの部分を明確に
すべき。（＃7NPE、藤田委員）

• GX-ETSの本格稼働に向けた取組が進む中、海外投資家による自然由来のカーボンクレジット創出への関心が高まっている。一方で、SBT
推奨の海外クレジットがGX-ETSで使えない、日本の森林由来J-クレジットがSBTで認められないといった課題も指摘されている。
（#7NPE、藤田委員）

• 現存するJ-クレジットの売れ残りや減損手続き、モニタリング不足などがGX推進の障壁となっている一方、ネイチャー由来のクレジットには民間需
要があり、GXリーグでの活用やグリーンインフラと連携した自然資本クレジットとしての補完が求められる。特に、生物多様性クレジットは評価が
難しく、オフセットのあり方や社会環境配慮を考慮したスキームの導入が重要である。また、既存のJCMやJ-クレジットにおける「ネイチャー」
の考慮状況を明示し、認証や評価の仕組みを整備する必要がある。（#7NPE、馬奈木委員、高村委員）

• 「生物多様性価値取引」について、IAPB等でトレードアビリティがない点が指摘され、アカデミアからも厳しい目が向けられている。保全に向けた
資金が動く可能性があると考えているが、「アカデミアの懸念」の留意等も示すべきだろう。（#6意見交換、古賀様）

• クレジットについては、ロードマップ「2-2 生
物多様性・自然資本の価値取引を見据え
た価値評価」で検討
※一部、投融資におけるNP配慮指針
(仮称)での国内外動向等の情報提供
も視野に

地
域
連
携

• 中間支援組織や自治体の重要性を認識しつつ、特に地域金融機関の参画を強調したい。地域を総合的に捉えられるのは、地銀を中心とし
た地域金融機関と自治体であり、地域金融機関は自身の存続に対する危機感を抱えている。地域資源を磨き上げる取組を明示し、中期
経営計画に組み込む地銀も現れているため、彼らの力を積極的に活用すべきである。地域金融機関を通じて、中間支援組織も含めた地域
全体の面的なオーケストレーションを図り、主体的な役割を担ってもらうことを明確に示すべきである。（#8NPE、金井委員）

• 今回は金融業界全体で活用できるガイ
ダンスを主眼とするが、次年度以降に地
域NPモデル事業との連携も含めてこれ
らの課題等についても検討予定

• 自治体でグリーンボンドの発行が進んでいるが既存事業に充てているだけの場合も多い。小さくてもよいのでネイチャーインパクトボンドのような
事例を作っていくことが重要。このためのキャパビルも必要。（R5コア、原口委員）

• 地域金融機関の取組については、認証取得等で中小企業のサポートが必要になる。（R5コア、原口委員）
• FSC認証を取っている地域の団体がTNFDのLEAP分析を実施して再見した例もあり、地域企業が率先してLEAPを行い、自然資本への依
存関係を整理してNPな製品を出し、大企業がそのデータ付きの商品・サービスを買うという状況を作り出せればよい。また、中小企業による
地域や産品の認証取得等を自治体や地域金融機関が支援することも重要。（R5コア、原口委員）

• 地域金融をどうビルトインするかは大きな課題。自治体が地域資源を特定してマネタイズの議論ができることが理想だが、そこに至っていないこと
を踏まえたキャパビルを考えることが重要。（R5コア、竹ケ原委員）

• 地域を超えて経済活動を支えるため金融機関が地域を超えて連携する取組が必要となる。（R5コア、後藤委員）
• 行政の政策目標と金融機関がサステナブルファイナンスで設定するKPIが同じゴールを描いて、企業を支援することが重要。（R5コア、後藤

委員）

表記 ※公表時には、個人名は削除予定
• R5コアメンバー会議⑤地域・金融関係：R5コア
• R6意見交換会：R6意見交換
• R6第７回NPE研究会：#7NPE

• R7第８回NPE研究会：#8NPE
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（参考）世界銀行グループによるネイチャーファイナンスの定義（1/2）

◼ 世界銀行グループは、「NOTE ON NATURE FINANCE TRACKING METHODOLOGY（2024年2月）」で、ネイ
チャーファイナンスの定義及び、フレームワークを整理。

◼ Finance for Biodiversity (FfB) FoundationとUNEP FIも「Finance for Nature Positive（2024年9月）」に
て、世界銀行グループの定義を踏襲している。

出所：世界銀行グループ「NOTE ON NATURE FINANCE TRACKING METHODOLOGY」、 Finance for Biodiversity Foundation 「Finance for Nature Positive September 2024 Building a Working Model」

世界銀行グループ
の定義を引用

第7回NPE研究会資料より抜粋

https://documents1.worldbank.org/curated/en/099020524182036310/pdf/BOSIB1722f330c0fd18f8818b41d9bbe465.pdf
https://www.financeforbiodiversity.org/wp-content/uploads/Finance-for-Nature-Positive_FfB-Foundation-and-UNEP-FI_Discussion-Paper.pdf
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（参考）世界銀行グループによるネイチャーファイナンスの定義（2/2）

ネイチャーファイナンス

• 以下の1つ以上を通じて、 2030年までに自然喪失を食い止め、反転させるというNP目標に貢献し、昆明・モントリ
オール生物多様性枠組の実現を支援するファイナンス

a. 生物多様性又は生態系サービスの回復と保全
b. 生物多様性又は生態系サービスの損失の直接的要因の低減
c. NbSの各経済セクターへの統合
d. (a)から(c)を可能にする政策、ツール、その他のセクター別手段の設計と実施

• 生物多様性又は生態系サービスに対して、BAUと比較して測定可能なポジティブな結果をもたらすと期待されるファイ
ナンス。下記a-d全ての要件を満たす必要がある。

a.自然損失の直接的な要因を悪化させるような、重大な環境リスクや悪影響をもたらさない
b.自然生息地や重要生息地の転換リスクをもたらさない
c.絶滅危惧種に悪影響を及ぼすリスクをもたらさない
d.生物多様性又は生態系サービスに正の結果をもたらす、測定可能な指標を伴う明確な因果経路がある

• NP目標を達成するための活動に向けた、「より広範な経済的移行」 を可能にすると期待されるファイナンス

◼ 世界銀行グループは、ネイチャーファイナンス（Nature Finance）を「2030年までに自然喪失を食い止め、反転させ
るというNP目標に貢献し、昆明・モントリオール生物多様性枠組の実施を支援するファイナンス」と定義し、その分類
として、NPファイナンス（Nature Positive Finance）、ネイチャー主流化ファイナンス（Nature Mainstreaming 

Finance）を挙げている。

分類 定義

NPファイナンス
（Nature Positive Finance）

ネイチャー主流化
ファイナンス

（Nature Mainstreaming Finance）

要件a-dを満たさないもののネイチャーファイナンスの定義に沿う場合は、ネイチャー主流化ファイナンスに分類化する

第7回NPE研究会資料より抜粋
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投融資におけるNP配慮指針（仮称）の作成プロセス

プロセス①-1 プロセス②本指針の目次・骨子作成

• 本指針の作成にあたり、作成方針を検討
• 目的
• 想定利用者
• 記載事項案

• インプット情報を基に、グローバルな潮流
としてのネイチャーファイナンスの現状、課
題、取組手法、事例などを整理

• 日本における金融機関・投資家及び企
業の取組の現況をふまえて、ネイチャー
ファイナンスの質向上・拡大のために必
要な情報を精査する

• その上で、本指針の目次・骨子を検討

◼ 「投融資におけるNP配慮指針（仮称）」（以下、「本指針」）は、以下のプロセスによって検討を実施。

◼ 「ファイナンスにおけるNP配慮等に関するコアメンバー会議」における検討を通して指針案を検討し、次年度公表予定。

• 既存文献・事例等のインプットを整理
A) ネイチャーファイナンス関連の文献

（UNEP FIや、PRIなどの主要国際機関が
発行する文献を中心に、ファイナンスセクター
によるエンゲージメントのポイントを整理）

B) ネイチャーファイナンスに関する金融機関・保
険企業等の取組事例

プロセス③本指針公表版作成

• 骨子に従い、既存文献の情報等や、
国内外における現状課題・取組事
例などを盛り込み、本指針を作成

• 本指針は次年度公表予定

プロセス①-2

本日のコアメンバー会議の検討範囲



3．ネイチャーファイナンス関連の国内動向
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環境省における動向

◼ 環境省においては、グリーンファイナンスに関する検討会で自然資本や生物多様性等を資金使途とするグリーンボンド等の動向を調査し
ている。

グリーンファイナンスに関する検討会

◼ 2025年3月13日開催

◼ 日本のサステナブルファイナンス市場を健全かつ適切に拡大することを目的とし、グリーンボンドガイドライン等の各種ガイドラインの検討を行う。

◼ 第13回参考資料にてグリーンローン、グリーンボンドの内訳として、自然資源の持続可能な管理・生物多様性保全・持続可能な水資源管理等が項目として
記載。

データソース： 環境省「グリーンファイナンス市場の動向」

https://www.env.go.jp/content/000298262.pdf
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グリーンボンドガイドライン及びグリーンローンガイドライン（1/2）

◼ 環境省が作成する「グリーンボンドガイドライン及びグリーンローンガイドライン」の付属書では、資金調達者の潜在的な需要を喚起し、また
グリーンプロジェクト検討の際の目線を提供することにより質の担保にも貢献すべく、グリーンプロジェクトとして整理され得るものを例示したグ
リーンリストが掲載されている。

出所：環境省「グリーンファイナンスに関する検討会・グリーンリストに関するワーキンググループ」

グリーンボンド及びサステナビリティ・リンク・
ボンドガイドライン 2024年版
第1章 はじめに
第2章 グリーンボンド
第3章 サステナビリティ・リンク・ボンド
第4章 投資家に望まれる事項
第5章 本ガイドラインの改訂

グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・
ローンガイドライン 2024年版
第1章 はじめに
第2章 グリーンローン
第3章 サステナビリティ・リンク・ローン
第4章 貸し手に望まれる事項
第5章 本ガイドラインの改訂
付属書
付属書1 明確な環境改善効果をもたらす
グリーンプロジェクトの判断指針
付属書2 環境改善効果の算定方法の例
付属書3 レポーティングの例
付属書4 KPIsの例

付属書1 明確な環境改善効果をもたらすグリーンプロジェクトの判断指針目次

https://www.env.go.jp/policy/greenbond/gb/conf/conf_r31216.html
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グリーンボンドガイドライン及びグリーンローンガイドライン（2/2）

※資料内一部抜粋
• 生物多様性国家戦略2023-2030と整合性を図るように修正。同戦略の

状態目標のうち、元々の大分類５の記載に配慮しつつ、①他の大分類に
記載されておらず、②グリーンボンドやローンの対象となる自治体・企業の
事業に関連し得るものについて、抜粋。

• 小分類中の具体的な事業の例示については生物多様性国家戦略
2023-2030の記載を引用。WGでの意見や意見募集結果も踏まえて一
部追記。

◼ 環境省が作成する「グリーンボンドガイドライン及びグリーンローンガイドライン」の付属書に掲載されているグリーンリストは、令和5年度に、国
際的な原則・目標や国内の生物多様性国家戦略2023-2030との整合性を図るため、主にリストの小分類（資金使途の例示）、レ
ポーティングにおける指標の例に関する既存の記載内容の整理および見直しを主眼においた改訂作業が実施された。

データソース：環境省「グリーンボンドガイドライン及びグリーンローンガイドライン付属書１別表（グリーンリスト）の改訂について」

https://www.env.go.jp/press/press_02999.html
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金融庁における動向（1/2）

サステナブルファイナンス有識者会議 第四次報告書

◼ 2024年7月9日公表

◼ サステナブルファイナンス有識者会議では、金融行政におけるサステナブルファイナンスの推進に向けた諸施策
の参考とするため、年次で報告書を発出している。

◼ 第4次報告書内「(9)多様化するサステナビリティ課題」の中で自然資本に関する記述あり。

データソース： 金融庁「サステナブルファイナンス有識者会議第四次報告書」

◼ サステナブルファイナンス有識者会議が2024年7月に公表した第四次報告書では、自然資本に関する言及あり。

https://www.fsa.go.jp/singi/sustainable_finance/siryou/20240709/01.pdf
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金融庁における動向（2/2）

◼ インパクト投資等に関する委員会、インパクトコンソーシアムにおいて、生物多様性の保全に関する言及あり。

インパクト投資等に関する検討会
「インパクト投資に関する基本的指針」

◼ 2024年3月29日公表

◼ 国内外のインパクト投資等の動向・事例を参照しつつ、社会課題・環境
課題の解決や新たな事業の創出に資するインパクト投資等の拡大に関
する議論を実施。

◼ 計8回の報告書と指針案を公表。インパクト投資に関する基本的指針に
生物多様性に関する記載あり。

インパクトコンソーシアム
成果報告会 資料

◼ 2025年6月27日開催

◼ インパクト実現を図る経済・金融の多様な取組を支援し、インパクト創出を
図る投融資を有力な手法・市場として確立し、事業を推進していく観点か
ら関係者が議論・対話・発信を図ることが目的。

◼成果報告会にて、生物多様性について関心の高い分野として言及。

データソース： 金融庁「インパクト投資（インパクトファイナンス）に関する基本的指針」、インパクトコンソーシアム「第一期成果報告会資料」

https://www.fsa.go.jp/singi/impact/siryou/20240329/01.pdf
https://impact-consortium.fsa.go.jp/wp-content/uploads/2025/07/seika_01_01.pdf


27

TNFD提言に沿った自然関連情報分析ガイダンス （金融機関向け）-2024年度版-

出所：環境省「TNFD 提言に沿った自然関連情報分析ガイダンス（金融機関向け）-2024 年度版-」、「TNFD提言に沿った自然関連情報分析ガイダンス（金融機関向け） -2024年度版- 【概要版】」

◼ 環境省では、金融機関における自然関連情報の分析・開示に向けたモデル事例の創出を目的として、金融機関3行の融資ポートフォリオ
における自然との接点や自然関連リスク・機会の把握・分析の試行を支援するパイロットプログラムを実施。その成果に基づき、必要となる
具体的な分析のステップや手法、課題を明示することで、より多くの金融機関における自然関連情報の分析・開示に向けた取組の促進に
寄与することを目的としたガイダンスを、2025年3月に公表。

1. ネイチャーポジティブ経済への移行の必要性
1.1 気候・自然関連情報開示に関する制度の進
展
1.2 TNFD の概要
1.3 TNFD に取り組むメリット・地域金融機関におけ
る自然資本への対応の意義

2. TNFD 提言に沿った自然関連分析（LEAP アプ
ローチ）

2.1 ポートフォリオにおける自然との関わりの分析
2.2 優先セクターにおける自然との関わりの分析
2.3 融資先拠点における自然との関わりの分析
2.4 優先セクターにおける自然関連リスク・機会例の
整理

3. 今後の展開
3.1 地域社会との関係性を踏まえたネイチャーポジ
ティブの実現
3.2 自然移行計画と融資先とのエンゲージメント
3.3 気候変動・生物多様性との関係性

目次

https://www.env.go.jp/content/000303044.pdf
https://www.env.go.jp/content/000301919.pdf
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（参考）生物多様性・自然資本のテーマをめぐる投資家の動向

データソース：生命保険協会「生命保険会社の資産運用を通じた「株式市場の活性化」と「持続可能な社会の実現」に向けた取組について」

◼ 生命保険協会の調査によると、投資家は企業よりも生物多様性・自然資本のテーマが与える将来的な影響を強く認識し、「リスク・
機会の分析」や「方針・戦略の策定」などの対応を積極的に進めている。

◼ スチュワードシップ活動WGの参加企業は、TNFDへの賛同や情報開示などを通じて、生物多様性対応に関する取組を強化している。

https://www.seiho.or.jp/info/news/2024/pdf/20240419_3_1.pdf
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（参考）GPIFの運用機関が考える「重大なESG課題」

データソース：GPIF「GPIFの運用機関が考える「重大なESG課題」

◼ GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）が、国内株式13機関、外国株式28機関、国内債券14機関、 外国債券9機関を対
象に行った2023年の調査では、特に国内のパッシブ運用機関から、新たに「生物多様性」が重大なESG課題として挙げられた。

• 投資家側でも、Nature Action 100が本格的に始動。2023年10月
には生物多様性に関する共同エンゲージメントイニシアティブ
「Spring」設立が発表

GPIF の運用機関が考える「重大な ESG 課題」生物多様性課題を「重大な ESG 課題」として挙げた機関数の比率

• 2023年の調査では、生物多様性を重大なESG課題と考えるGPIFの
国内株パッシブ運用機関は100%。（森林伐採、水資源・水使用は
83%、汚染と資源は50%）

https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20240311_esg_issues.pdf
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国際ルールメイキングの勝ち筋の検討・打ち込み
◼ TNFD*1の提言を受けて、日本では世界最多の134社が自然に関する財務情報の開示を宣言している一方、開示に取り組む企業にとっては、「指標」に

何を採用し、どのように算定評価するかという課題がある。
◼ PBAF*2は金融機関向けに生物多様性に関する定量分析の方法としてLCAの影響評価の積極的な活用を推奨しているものの、現状のLCA手法は、地

域解像度が低く、生態系サービスに関する評価が含まれていないなどの課題があり、TNFDの要求を満たすための改善が求められている。

*3 LIME(Life cycle Impact assessment Method based on Endpoint modeling)：日本発のライフサイクル影響評価手法*1 TNFD(Taskforce on Nature-related Financial Disclosures)：自然関連財務情報開示タスクフォース
*2 PBAF(Partnership for Biodiversity Accounting Financials)：金融向け生物多様性会計パートナーシップ

 製造業等を中心としてネイチャーフットプリントver.0の利用事例を積み上げていき、
今年度のうちにネイチャーフットプリントver.1を公表し、LCAソフトウェアに実装。

 国際的にも金融業界の投融資判断において生物多様性への配慮が求められる傾
向にあるなか、ネイチャーフットプリントの活用を進めるべく、金融機関との意見交換を
実施。

 TNFD事務局との対話やCOP30等での取組発信を通じて、ASEAN地域における
仲間づくりやネイチャーフットプリントの国際標準化を目指す。

➢ 地域解像度をより細分化することで、これまでの画一的な評価手法とは異なり、
生物種や地域の特徴を詳細に反映できるため、日本国内の環境条件を踏まえ
た評価が可能となり、国内企業にとってもビジネスと自然の接点を正確に把握す
る機会となる。

➢ 生態系サービスの量的な側面を考慮する必要性は長らく国際的に認識されてき
たところ、生物多様性と生態系サービスの双方に着目したネイチャーフットプリント
は技術的な優位性を有する。

そこで、現状の課題を解決するため、LCA*3の影響評価手法の一つであるLIMEを発展させつつ
企業の事業活動におけるサプライチェーン全体の環境負荷を“見える化”するネイチャーフットプリントを開発

今後の方針

▲生物多様性フットプリント手法開発においては
約7,000種を対象とした分析に基づく評価を行って

 グリッドスケールの被害係数を試算。 ▲ネイチャーフットプリントの概念図。

事業者向けの活用ガイダンスの公表

金融機関向けの活用ガイダンスの公表

事業者名：JX金属
評価内容：銅生産のライフサイクルのネイチャーフットプリントの評価
進捗状況：

事業者によるネイチャーフットプリント試行

• 銅生産が事業の中核となっていることを踏
まえ、銅生産のライフサイクルのネイチャー
フットプリント評価をする。

• 採掘～再生までの銅生産のライフサイク
ルのネイチャーフットプリント評価する。

• 評価の際は、なるべくLocationの情報
を含む一次データを利用する。

ネイチャーフットプリントの開発と実証事業 令和6年度 90百万円
令和7年度 120百万円
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LIME3改良版

生物多様性（質）影響評価手法開発

社会調査とコンジョイント分析による統合化手法

テーマ１で開発

研究開発グループ

影響領域 生物多様性フットプリント（質）

陸域生物種

水域生物種

供給サービス

調整サービス

文化的サービス

生物多様性

生態系サービス

経済指標

気候変動
大気汚染
水資源消費
土地利用
森林資源消費
環境汚染
資源枯渇

生態系サービスフットプリント（量）
生態系サービス（量）影響評価手法開発

経済評価手法開発

産業を対象としたネイチャーフットプリント分析

早稲田大学、農業・食品産業技術総合研究機構、産業技
術総合研究所、総合地球環境研究所、森林総合研究所

京都大学（栗山浩一）、早稲田大学、農業・食品産業技術
総合研究機構、産業技術総合研究所

早稲田大学、京都大学、関西学院大学

東北大学（金本圭一朗）

テーマ１ LIMEを拡張したネイチャーフットプリント用影響評価手法の開発（代表機関：早稲田大学 伊坪徳宏）

テーマ２ ネイチャーフットプリントを用いた金融/投資機関における活用のための実証事業（代表機関：価値総合研究所 山崎清）

LCAエキスパートセンター、SuMPO、
TCO2、MS&ADインターリスク総研

コンサルティング

日建グループ、味の素、トヨタ、積水化学、住友林業、資生堂、
AGC、JX金属、太平洋セメント、パナソニック、NEC、農林中央金庫

LIME3改良版
事業者

ネイチャーフットプリント算出支援 ネイチャーフットプリントケーススタディ分析

早稲田大学価値総合研究所 政策研究大学院大学（竹ケ原啓介）
MS&AD、三菱UFJ信託銀行、農林中
央金庫、ほか都市銀行、地方銀行など金
融機関多数

＊自然に注目したフットプリント評価を世界に発信し、国際的なイニシアティブ獲得へ

研究成果の国際発表 ネイチャーフットプリント活用ガイダンス

ネイチャーフットプリント活用検討会

オブ
ザーバー

金融実務におけるネイチャーフットプリント活用のための課題・活用の方向性を議論

金融機関

LCAの影響評価手法であるLIMEを基に、NF用の評価手法を開発

質・量とともに、影響を貨幣換算して経済指標を統合指標化

10,000種の絶滅リスク評価

世界初

環境負荷一単位当たりの損失額

提供
実証

ネイチャーフットプリント評価推進委員会

大学・研究機関 環境省事業者 金融機関

新

新

新

新

ネイチャーフットプリント開発の実施体制

金融/投資期間の活用
についても検討中

出所：環境省「金融/投資機関による自然関連情報開示促進と国際標準化を 前提としたネイチャーフットプリントの開発と実証事業」

https://www8.cao.go.jp/cstp/bridge/keikaku/r6-15_bridge_r7.pdf
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自然の状態 ※

• 生きている地球指数（LPI）

• 生態系のレッドリスト
• 自然生態系の範囲
• レッドリスト指数
• 有効個体数が500を超える種の個体

数の割合
• 生物多様性を包含する空間計画に覆

われた陸と海の割合
• 保護区とOECMのカバー率
• 生物学的に持続可能な水準内の魚類

資源の割合
• 侵略的外来種の定着率
• SoN 等

• STAR(レッドリストを活用）

（参考）自身の取組評価のための指標・ツールの戦略的活用

事業活動による自然への負荷量・影響量を測る代表的な指標・ツール
人間活動・企業活動

【例】
• 資源消費（生物資源、鉱物資

源）
• エネルギー消費
• 土地の改変
• 廃棄物の廃棄
• 排水・排気ガスの排出
• 製品・サービスの提供
• 植林活動
• 自然の回復活動
• （地域・業界等で）依存・影響

を開示している企業の数
• （ネイチャーポジティブに資する）

投融資等
等

負荷量のイニシャル指標

• カーボンフットプリント
（カーボン排出量の指標）

• ウオーターフットプリント
（水の消費に関する指標）

• ランドフットプリント
（土地の利用に関する指標）
• マテリアルフットプリント
（資源利用量に関する指標）

等
※ その他、各種影響項目の量や
濃度を直接活用する事例もあり。

自然への影響量を
包括的に測る指標

• エコロジカルフットプリント

• ライフサイクル影響評価 LCIA
(LIME、 IMPACT World+)
等

• ネイチャーフットプリント

※ その他、各種影響項目の量や濃
度を直接活用する事例もあり。

※ CBD/COP/DEC/15/5 （19 December 2022）参照

➢ ネイチャーポジティブ経済への移行に向けた資金の流れの変革には、事業活動による自然への負荷・影響の把握・開示を通じ、ステークホル
ダーが、企業のネイチャーポジティブに向けた取組を評価できるようにすることが必要。

➢ 評価ツールは数多くあるため、企業がその事業形態、目的等に合わせて選択できるよう、情報の整備が必要。
➢ 事業活動における生物多様性・自然資本に関するリスクや機会を個別に特定するには、事業活動と自然との接点における依存や負荷の
関係を個々に評価することが必要

➢ 一方で、企業がその事業活動と自然との関係を評価し、目標を設定して影響・負荷を包括的に下げていく観点から水、土壌など自然を構
成する要素のうち、自らの事業活動と密接に関連するものへの負荷量を測るイニシャル指標の活用や、自然への影響量を包括的に測る指
標の活用が有用。



4．ネイチャーファイナンス関連の文献・企業事例
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ネイチャーファイナンスの現状・課題等に関する主要なレポート一覧

◼ 近年、UNEP FIやBloombergNEF(New Energy Finance)より、自然への投資への必要性と、現状の資金フローのギャップを分析したレ
ポートが発行されている。

# 文献名 発行元 発行年月 概要 リンク

1

State of Finance for Nature
The Big Nature Turnaround
Repurposing $7 trillion to 
combat nature loss

UNEP FI・
ほか

2023年
12月

• 【目的】
自然関連の資金フローの現状を把握し、自然損失を食い止めるために必要な資金の規模と、自然を基盤とし
た解決策（NbS）への投資拡大の必要性を明らかにすること。

• 【内容】
自然に悪影響を及ぼす資金の規模を推計し、リオ目標（気候変動枠組条約（UNFCCC)、生物多様性条
約（CBD）、国際砂漠化対処条約（UNCCD））達成のために必要な資金ギャップが2,000億ドルと大き
く不足しているNbSの現状と、2030年までの必要資金は現状の3倍必要であることを分析。

●

2 Biodiversity Finance Factbook
Bloomberg

NEF
2024年
10月

• 【目的】
自然への投資の必要性、現在の生物多様性ファイナンスの資金フロー、資金が優先的に投入されるべき地域
についての最新情報を提供すること。

• 【内容】
公的資金（生物多様性関連の政府開発援助等）は前回の評価以降増加しており、一方で環境に有害な
補助金の推計も同様に増加。グリーンボンドや生物多様性への便益を提供するカーボンオフセットなどの民間金
融商品は、過去のピークから発行量は減少し、比較的安定していることを示す。

●

3
Navigating Nature-related 
Regulations for Banks: 
Mapping the Policy Landscape

UNEP FI・
ほか

2024年
12月

• 【目的】
銀行および政府政策担当者が自然関連規制の最新動向を理解し、銀行部門における一貫性と効果のある
自然関連政策の推進をすること。

• 【内容】
自然損失による金融リスクへの対応を中心に、世界の自然関連規制や政策の現状、銀行のプルーデンシャル
規制との関係、政策推進のための主要な課題と具体的な施策を解説。

●

詳細ご紹介

https://www.unep.org/resources/state-finance-nature-2023
https://assets.bbhub.io/professional/sites/24/Biodiversity-Finance-Factbook_COP16.pdf
https://www.unepfi.org/industries/banking/navigating-nature-policy/
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主要レポート紹介：#1 UNEP FI・ほか（1/2）

1. The case for a big nature turnaround / 大規模な自然回復の必要性
2. How much finance is driving negative impacts on nature / 自然に悪影響を与える資金の規模
3. How much finance is directed to nature-based solutions / 自然を基盤とした解決策への資金の規模
4. How much investment in nature-based solutions is needed to reach Rio Targets / リオ目標達成に必要な自然を基盤とした解決策への投

資額
5. Key findings and recommendations / 主な発見と提言

目次

発行年月

目的

2023年12月

◼ 自然関連の資金フローの現状を把握し、自然損失を食い止めるために必要な資金の規模と、自然を基盤とした
解決策（NbS）への投資拡大の必要性を明らかにすること。

発行機関
UNEP FI（国連環境計画金融イニシアティブ）

Global Canopy
The Economics of Land Degradation Initiative

内容

◼ 自然に悪影響を及ぼす資金の規模を推計し、1992年の国連環境開発会議（地球サミット：リオ・デ・ジャネイ
ロ）で設立された3つの条約、気候変動枠組条約（UNFCCC)、生物多様性条約（CBD）、国際砂漠化対
処条約（UNCCD）（以下、「リオ目標」）の達成のために必要な資金ギャップが2,000億ドルと大きく不足して
いるNbS（Nature based Solution）の現状と、2030年までの必要資金は現状規模の3倍必要であることを
分析する。

◼ 政府には自然に悪影響を与える活動への補助金の見直し・転換、民間には情報開示や規制強化による資金の
流れの転換の必要性を示唆する。

出所：UNEP FI 「State of Finance for Nature The Big Nature Turnaround Repurposing $7 trillion to combat nature loss」

UNEP FI: State of Finance for Nature The Big Nature Turnaround Repurposing $7 trillion to combat nature loss

https://www.unep.org/resources/state-finance-nature-2023
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主要レポート紹介：#1 UNEP FI・ほか（2/2）

◼ 自然に悪影響を与える活動へ動員されている資金が約７兆ドルである一方、NbS（Nature based Solution）に動員されている資金
は約2,000億ドルであり、資金フローにギャップがあることが示されている。

◼ リオ目標を達成するためには、2030年までに年間5,420億ドル（現状の約3倍）のNbSへの資金動員が必要であり、資金の流れを根
本的に転換する必要性が強調されている。

データソース：UNEP FI 「State of Finance for Nature The Big Nature Turnaround Repurposing $7 trillion to combat nature loss」

自然に悪影響を与える活動にはこれまでの合計で
約7兆ドルの資金フローがある

2030年のリオ目標を達成するためには、NbSに対して現状の3倍の5,420

億ドルが必要となる（民間セクターでは2050年までにNbSに対して現状の7

倍の資金フローを達成可能と推測される）

https://www.unep.org/resources/state-finance-nature-2023
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主要レポート紹介：#2 BloombergNEF（1/2）

1. Importance of biodiversity finance / 生物多様性資金の重要性
2. Finance flows into nature / 自然への資金の流れ
3. Biodiversity funding priorities / 生物多様性資金の優先事項

目次

発行年月

目的

2024年10月

◼ 現在の生物多様性ファイナンスの状況と今後の資金需要のギャップを明らかにし、投資の必要性や優先地域を示
すことで、生物多様性保全への資金動員を促進すること。

発行機関 BloombergNEF

内容

◼ 現在の生物多様性資金の年間流入額は約2080億米ドルだが、2030年までに必要とされる1兆1500億米ド
ルの目標に到達するには5倍の資金増加が必要。

◼ 公的資金（生物多様性関連の政府開発援助等）は前回の評価以降増加しており、一方で環境に有害な補
助金の推計も同様に増加。グリーンボンドや生物多様性への便益を提供するカーボンオフセットなどの民間金融商
品は、過去のピークから減少し、比較的安定していることを示す。

BloombergNEF : Biodiversity Finance Factbook

出所：BloombergNEF「Biodiversity Finance Factbook」

https://assets.bbhub.io/professional/sites/24/Biodiversity-Finance-Factbook_COP16.pdf
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主要レポート紹介：#2 BloombergNEF（2/2）

◼ 金融機関による自然関連リスクへの関与は気候関連リスクへの対応と比して後れを取っており、自然・生物関連のリスクと機会を年次報
告書で含んでいる金融機関はわずか1.1%。

◼ 生物多様性関連の使途が含まれるグリーンボンドやサステナビリティボンドの発行額は2021年にピークを迎え、その後は減少傾向で安定。

データソース： BloombergNEF 「Biodiversity Finance Factbook」

生物多様性関連の使途が含まれるグリーンボンドやサステナビリ
ティボンドの発行額は2021年にピークを迎え、その後は減少傾向
で安定

2024年4月の調査では、銀行
や資産運用会社のうち、自然
関連リスクの評価に指標や目
標、制限を用いているのは
17%のみで、75%はまだリスク
や機会の特定すらしていない

取締役会レベルで生物多様性
に関する監督実施は7.7%、
経営幹部レベルでは7.5%、
年次報告書で自然関連リスク
と機会について議論しているの
はわずか1.1%

https://assets.bbhub.io/professional/sites/24/Biodiversity-Finance-Factbook_COP16.pdf
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主要レポート紹介：#3 UNEP FI・ほか（1/2）

1. The nature-related policy landscape for banks / 銀行向け自然関連政策の全体像
2. Stocktake of nature-related policy initiatives / 自然関連政策イニシアチブの現状把握
3. Options to advance nature-related policy work / 自然関連政策推進の選択肢

目次

発行年月

目的

2024年12月

◼ 銀行および政府政策担当者が、自然関連規制の最新動向をプルーデンシャル規制とより広範な政策環境の両
面で理解し、銀行部門における一貫性と効果のある自然関連政策の推進をすること。

発行機関
UNEP FI

WWF

内容
◼ 自然損失による金融リスクへの対応を中心に、世界の自然関連規制や政策の現状、銀行のプルーデンシャル規

制との関係、政策推進のための主要な課題と具体的な施策を解説。

UNEP FI・WWF : Navigating Nature-Related Regulations for Banks Mapping the policy landscape

出所：UNEP FI 「Navigating Nature-Related Regulations for Banks Mapping the policy landscape」

https://www.unepfi.org/industries/banking/navigating-nature-policy/
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主要レポート紹介：#3 UNEP FI・ほか（2/2）

◼ 世界的に新たな規制イニシアチブのペースが加速する中、自然関連の問題に関する規制の不確実性は金融セクターにとって大きな課題。

◼ UNEP FIは、プルーデンシャル規制は孤立して機能するものではなく、相互に依存し合うルールや基準、規制の広範なシステムの一部であ
ると強調し、調査した法域のうち、半数以上がタクソノミーや企業開示の枠組みに自然関連の考慮を組み込んでいることが示されてい
る。

2024年SUSREG（Sustainable Financial Regulations & Central Bank Activities / 持続可能な金融規制と中央銀行
の活動）評価フレームワークの25のネイチャー関連指標を、世界50の法域にわたって評価し、政策ランドスケープの主要な構成要素ご
とにマッピング。調査した法域のうち、半数以上がタクソノミーや企業開示の枠組みに自然関連の考慮を組み込んでいる

政策全体における自然関連の考慮の統合レベル

出所：UNEP FI 「Navigating Nature-Related Regulations for Banks Mapping the policy landscape」

https://www.unepfi.org/industries/banking/navigating-nature-policy/
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ネイチャーファイナンスの取組・手法等に関するガイダンス一覧（1/4）

◼ 近年、各種イニシアティブ（UNEP FI、PRI、世界銀行等）によるファイナンス業界向けのネイチャーポジティブ関連のガイダンスやフレーム
ワークが策定されている。これらのガイダンス上の情報を最大限活用すべく、整理予定。

# 文献名 発行元 発行年月 概要 リンク

1

INVESTING IN 
NATURE:FINANCING 
CONSERVATION AND 
NATURE-BASED SOLUTIONS
A PRACTICAL GUIDE FOR 
EUROPE

EIB
（欧州投資

銀行）

2019年
12月

• 【目的】
起業家、自然保全団体、企業、金融機関、ファンドマネージャー、自治体などを対象に、自然資本への投資や
自然を活用した解決策の資金調達方法を実践的に案内すること。

• 【内容】
自然保全および自然を活用した解決策の意義とビジネスへの利点、資金調達のステップ、具体的な事例、欧
州投資銀行の自然資本融資制度（NCFF）を含む支援策を体系的に解説。

●

2

THE EQUATOR PRINCIPLES 
JULY 2020
（エクエーター原則/赤道原則
EP4）

Equator 
Principles

2020年7月
（第4版）

• 【目的】
大規模なプロジェクト融資において環境的・社会的リスクを適切に評価・管理するための国際的なガイドラインを
示すことで、金融機関が持続可能な開発に貢献しつつ、投融資に伴う環境破壊等のリスクを回避すること。

• 【内容】
赤道原則が適用されるプロジェクトの範囲、アプローチ、プロジェクト融資にあたり金融機関が遵守すべき10の原
則（環境・社会デューディリジェンス基準、モニタリングのフレーム ※生物多様性の要素を含む）を示す。

●

3
Mobilizing Private Finance for 
Nature

World Bank
2020年

9月

• 【目的】
政府、規制当局、企業、金融機関、多国間開発銀行を対象に、生物多様性および生態系サービスのための
民間資金動員に関する現状と課題を分析し、民間資金の拡大に向けた政策や実務的な方策を示す。

• 【内容】
民間資金を生物多様性保全に動員するため、環境財政改革やデータ整備、TNFD設立、Nature Action 
100創設、生物多様性基金や触媒的・譲許的資金提供など5つの主要アプローチを提言。

●

4

Stepping Up on Biodiversity: 
What the Kunming-Montreal 
Global Biodiversity Framework 
means for responsible 
investors

UNEP FI・
ほか

2023年
4月

• 【目的】
昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）の目標とターゲットが責任ある投資家にとって何を意味するかを
概説し、関連リスク管理や政策動向への備えを支援すること。

• 【内容】
GBFの概要、2050年までの4つの長期目標と2030年までの23の行動ターゲット、投資家が取るべき具体的
アクション（投資判断への生物多様性統合、革新的金融ソリューションへの投資、情報開示）を示す。

●

詳細ご紹介

https://www.eib.org/files/pj/ncff-invest-nature-report-en.pdf
https://equator-principles.com/app/uploads/EP4_Japanese.pdf
https://documents1.worldbank.org/curated/en/099090423115515036/pdf/P170336065889807e0bf0405101cb127610.pdf
https://www.unepfi.org/industries/investment/stepping-up-on-biodiversity/
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ネイチャーファイナンスの取組・手法等に関するガイダンス一覧（2/4）

◼ 近年、各種イニシアティブ（UNEP FI、PRI、世界銀行等）によるファイナンス業界向けのネイチャーポジティブ関連のガイダンスやフレーム
ワークが策定されている。これらのガイダンス上の情報を最大限活用すべく、整理予定。

# 文献名 発行元 発行年月 概要 リンク

5

Banking on nature: What the 
Kunming-Montreal Global 
Biodiversity Framework 
means for responsible banks

UNEP FI
2023年

5月

• 【目的】
銀行を対象に、昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）の目標とターゲットが銀行業界に与える影響を
概説し、リスク管理や新たな機会の把握、今後の政策動向への備えを支援すること。

• 【内容】
GBF目標達成に向け、銀行が生物多様性リスク・機会の管理、金融フローの整合、情報開示などを通じて、
2030年までに自然損失の阻止・回復に貢献するための具体的な行動指針を示す。

●

6
PRB Nature Target Setting 
Guidance

UNEP FI
2023年
11月

• 【目的】
銀行を対象に、昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）の政策目標達成に向けたポートフォリオ全体の
ターゲット設定と実践的な行動を支援すること。

• 【内容】
銀行がGBFの目標・ターゲットに沿って、自然関連リスク・影響・機会の評価、優先セクターの特定、実践的な
ターゲット設定、報告・開示を行うための具体的なステップを体系的に示す。

●

7
生物多様性ポリシーの策定
アセット・オーナー・インベストメント・マ
ネージャー向けテクニカルガイド

PRI・ほか
2024年

3月

• 【目的】
アセット・オーナー及びインベストメント・マネージャーを対象に、生物多様性ポリシー策定のための実践的な手順
と考慮事項を提供すること。

• 【内容】
生物多様性の損失が投資家に与えるリスクと機会を明示し、生物多様性ポリシー策定のための目標設定、戦
略、組織的アプローチ、モニタリング・開示方法などの主要要素を具体的に解説。

●

8
責任投資の入門ガイド：
アセット・オーナー向け生物多様性入
門ガイド

PRI・ほか
2024年

3月

• 【目的】
アセット・オーナーを対象に、生物多様性の重要性と投資プロセスへの組み入れ方法を解説すること。

• 【内容】
アセット・オーナーが生物多様性の課題に対して取るべき具体的なプロセスを示し、その中で実行可能なアクショ
ン、利用可能なリソース、運用会社に質問すべき基本的な事項等を提示。

●

詳細ご紹介

https://www.unepfi.org/industries/banking/banking-on-nature/
https://www.unepfi.org/industries/banking/nature-target-setting-guidance/#:~:text=Authored%20by%20the%20UNEP%20FI%20with%20the%20support,objectives%20of%20the%20Kunming-Montreal%20Global%20Biodiversity%20Framework%20%28GBF%29.
https://www.unpri.org/download?ac=23104
https://www.unpri.org/download?ac=21651
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ネイチャーファイナンスの取組・手法等に関するガイダンス一覧（3/4）

◼ 近年、各種イニシアティブ（UNEP FI、PRI、世界銀行等）によるファイナンス業界向けのネイチャーポジティブ関連のガイダンスやフレーム
ワークが策定されている。これらのガイダンス上の情報を最大限活用すべく、整理予定。

# 文献名 発行元 発行年月 概要 リンク

9
Nature Action 100 Company 
Benchmark Methodology

Nature 
Action 100

2024年
9月

• 【目的】
投資家を対象に、企業が自然および生物多様性の損失を反転させるための行動と目標設定を促進し、投資
家の長期的な経済的利益を守ることを目的としたベンチマーク手法を示すこと。

• 【内容】
Nature Action 100 Company Benchmarkの指標・評価基準・評価方法を体系的に解説し、企業の
自然関連リスク・機会・目標・実施・ガバナンス・エンゲージメントの進捗を評価・公開する枠組みを提示。

●

10
Biodiversity Footprinting 
Standard: Financed Impact

PABF
2024年
10月

• 【目的】
金融機関が科学的根拠に基づく信頼性の高いデータを用いて、生物多様性への影響を評価・開示できるよう
にすること。

• 【内容】
モデルベースの生物多様性フットプリント手法を用いて、金融機関が融資・投資活動による生物多様性への影
響を定量的に評価・管理・報告するためのTNFD等の既存のアプローチと整合したガイダンス、要件、推奨事項
を体系的に示す。

●

11

Insuring a resilient nature-
positive future: Global guide 
for insurers on setting priority 
actions for nature

UNEP FI・
ほか

2024年
12月

• 【目的】
保険業界を対象に、自然関連課題への対応を強化し、昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）の目
標と整合した優先的行動を示すことで、2030年までの自然損失の阻止・回復と2050年の自然と調和した社
会の実現に貢献すること。

• 【内容】
保険業界が自然に対する責任を果たすための具体的かつ実践的な行動を示す。保険バリューチェーン全体で
自然関連の依存・インパクト・リスク・機会に対応する必要性を強調し、生命・損害保険の両方における行動
例を提示。

●

詳細ご紹介

https://www.natureaction100.org/media/2024/10/Nature-Action-100-Company-Benchmark-Methodology-October-2024.pdf
https://pbafglobal.com/files/downloads/PBAF_biodiversity_footprinting_standard_financed_impact2024.pdf
https://www.unepfi.org/industries/insurance/insuring-a-resilient-nature-positive-future-global-guide-for-insurers-on-setting-priority-actions-for-nature/#:~:text=This%20initial%20output%20by%20the%20working%20group%20provides,insurers%20in%20addressing%20nature-related%20issues%20in%20underwriting%20portfolios.
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ネイチャーファイナンスの取組・手法等に関するガイダンス一覧（4/4）

◼ 近年、各種イニシアティブ（UNEP FI、PRI、世界銀行等）によるファイナンス業界向けのネイチャーポジティブ関連のガイダンスやフレーム
ワークが策定されている。これらのガイダンス上の情報を最大限活用すべく、整理予定。

# 文献名 発行元 発行年月 概要 リンク

12
Financial sector guidebook on 
nature-based solutions 
investment

WRI
2025年

6月

• 【目的】
銀行、保険会社、年金基金、投資会社等を対象とし、自然関連リスクへの対応と持続可能な成長を促進す
るため、自然ベースのソリューション（NbS）に対する投資の理解・評価・統合を支援すること。

• 【内容】
金融機関がNbS投資を戦略的に組み込むための包括的な枠組みを提示。既存のポートフォリオのリスクの軽
減、持続可能な財務成長の支援、新興市場と革新的な資金調達モデルへの活用という3つの戦略的領域に
渡って、金融機関がNbSをどのように活用できるかを概説。

●

13
Sustainable Bonds for Nature: 
A Practitioner’s Guide

ICMA
2025年

6月

• 【目的】
グリーンボンド発行体、投資家を対象に、信頼性の高いネイチャー・テーマボンドの発行、投資判断、取引設計、
レビューを行うための実務的指針を提供すること。

• 【内容】
グリーンボンド原則等の国際基準に基づき、自然関連プロジェクトへの資金調達やインパクト報告、KPI設定
等、ネイチャー・テーマボンドの具体的な設計・運用方法を体系的に解説。

●

14
ネイチャーポジティブに向けた投融資
チェックリスト

WWFジャパン
2025年

8月

• 【目的】
銀行やアセットマネージャー（資産運用会社）等の金融機関が、投融資先の事業会社の環境・ 社会面のリ
スクの把握と、その対応の適切性についてポイントとなる事項を確認し、エンゲージメントの質を向上させること。

• 【内容】
パーム油、木材、紙、天然ゴム、水産資源、コットン、ペットの7つのコモディティを対象に、新規投融資時の
ESGリスク確認（スクリーニング／初回対話）、 既存投融資先との定期的なエンゲージメント等において活用
できるチェックリストを提供。

●

詳細ご紹介

https://farm-d.org/wp-content/uploads/2025/06/financial-sector-guidebok-nature-based-solutions.pdf
https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2025-updates/Sustainable-Bonds-for-Nature-A-Practitioners-Guide-June-2025.pdf
https://www.wwf.or.jp/activities/lib/6034.html
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主要ガイダンス紹介：#7 PRI・ほか（1/2）

目次

発行年月

目的

2024年3月

◼ アセット・オーナー及びインベストメント・マネージャーを対象に、生物多様性ポリシー策定のための実践的な手順と
考慮事項を提供すること。

発行機関
PRI

Gordon and Betty Moore Foundation

内容
◼ 生物多様性の損失が投資家に与えるリスクと機会を明示し、生物多様性ポリシー策定のための目標設定、戦略、

組織的アプローチ、モニタリング・開示方法などの主要要素を具体的に解説。

出所：PRI 「生物多様性ポリシーの策定 アセット・オーナー・インベストメント・マネージャー向けテクニカルガイド」

PRI:生物多様性ポリシーの策定 アセット・オーナー・インベストメント・マネージャー向けテクニカルガイド

1. 投資家が生物多様性について行動すべき理由
2. 生物多様性ポリシーの作成前に考えるべきこと

1. 組織的なアプローチの策定
2. 生物多様性に対する理解を深める
3. 生物多様性ポリシーの策定

3. 生物多様性ポリシーに何を含めるか
1. 目的、範囲、コミットメント
2. ガバナンス
3. 定義
4. 生物多様性に対するアプローチ

https://www.unpri.org/download?ac=23104#:~:text=%E3%81%93%E3%81%AE%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%83%89%E3%81%A7%E3%81%AF%E3%80%81,%E8%A8%88%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82
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主要ガイダンス紹介：#7 PRI・ほか（2/2）

◼ 機関投資家が生物多様性に対する組織的なアプローチを策定するためのプロセスを５段階で整理し、それぞれの段階で行うべきアク
ションや考慮すべき事項の例を示す。

出所：PRI 「生物多様性ポリシーの策定 アセット・オーナー・インベストメント・マネージャー向けテクニカルガイド」

①理解の深化、②リスク・機会の評価と優先順位付け、
③戦略策定と目標設定、④リスク・機会の管理、⑤モニタ
リングと開示
の5段階のプロセスについて、
どのような点を考慮すべきか、どのような資料を参照しな
がら進めるべきか、どのような事例があるかが体系的に
整理されている

参考事例の紹介

https://www.unpri.org/download?ac=23104#:~:text=%E3%81%93%E3%81%AE%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%83%89%E3%81%A7%E3%81%AF%E3%80%81,%E8%A8%88%E3%81%95%E3%82%8C%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82
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主要ガイダンス紹介：#8 PRI・ほか（1/3）

1. 生物多様性の以下の観点性について
1. 科学的な知見
2. なぜ生物多様性が投資家にとって重要か
3. なぜ政府のアクションが投資家にとって重要か

2. アセット・オーナーが投資プロセス、スチュワードシップ、情報開示で採用できる以下アプローチについて
1. 実行可能なアクション
2. 利用可能なリソース
3. 運用会社に尋ねるべき基本的な質問

目次

発行年月

目的

2024年3月

◼ アセット・オーナーを対象に、生物多様性の重要性と投資プロセスとの関連性を説明するとともに、責任投資ポリ
シー、投資プロセス、スチュワードシップへの組み入れ方法を解説すること。

発行機関
PRI

Gordon and Betty Moore Foundation

内容

◼ 生物多様性の損失は投資家にリスク（影響・依存・物理的・移行）を与え、生物多様性の保全は投資家に新
たな投資機会を与える可能性があることを説明。

◼ アセット・オーナーが生物多様性の課題に対して取るべき具体的なプロセスを示し、その中で実行可能なアクション、
利用可能なリソース、運用会社に質問すべき基本的な事項等を提示。

出所：PRI 「責任投資の入門ガイド： アセット・オーナー向け生物多様性入門ガイド」

PRI: 責任投資の入門ガイド： アセット・オーナー向け生物多様性入門ガイド

https://www.unpri.org/download?ac=21651
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主要ガイダンス紹介：#8 PRI・ほか（2/3）

◼ アセットオーナーが生物多様性に関するリスクを理解し、機会を活かすための実務におけるアプローチをA. 投資プロセス、B.スチュワード
シップ、C. 情報開示のプロセスで解説。

データソース：PRI 「責任投資の入門ガイド： アセット・オーナー向け生物多様性入門ガイド」

原則1：”私たちは、投資分析と意思決定のプロセスにESGの課題を
組み込みます”

投資
プロセス

原則2: "活動的な所有者となり、所有方針と所有習慣にESGの課
題を組み入れます"
原則4: "資産運用業界において本原則が受け入れられ実行される
ように働きかけを行います"
原則5: "本原則を実行する際の効果を高めるために、協働します"

スチュワー
ドシップ

原則3: "投資対象の主体に対してESGの課題について適切な開示
を求めます"
原則6: "本原則の実行に関する活動状況や進捗状況に関して報
告します"

情報
開示

関連するPRI原則

A

B

C

https://www.unpri.org/download?ac=21651
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主要ガイダンス紹介：#8 PRI・ほか（3/3）

◼ アセット・オーナーが、運用会社（アセット・マネジャー）のアプローチが自社のアプローチとどれだけ整合しているかを評価するための質問例
を、ガバナンス、戦略、目標と指標、リスクマネジメント、情報開示の５つの観点で例示。

アセット・オーナーが、アセット・マネジャーとの
エンゲージメントをする際に、ディスカッション
や更なる情報収集を行うために効果的な質
問集を例示。その際に参照できるPRI発行
の関連リソースも示す

参考PRI資料の紹介

出所：PRI 「責任投資の入門ガイド： アセット・オーナー向け生物多様性入門ガイド」

https://www.unpri.org/download?ac=21651
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主要ガイダンス紹介：#9 Nature Action 100（1/2）

1. Acknowledgments / 謝辞
2. Assessment terminology and methodology / 評価の用語と方法論
3. Glossary / 用語集
4. Acronyms / 頭字語(略語)
5. Benchmark methodology / ベンチマーク方法論

目次

発行年月

目的

2024年9月

◼ 投資家を対象に、企業が自然および生物多様性の損失を反転させるための行動と目標設定を促進し、投資家
の長期的な経済的利益を守ることを目的としたベンチマーク手法を示すこと。

発行機関 Nature Action 100

内容

◼ Nature Action 100 Company Benchmarkの6つの指標（ Ambition（野心）、Assessment（評
価）、Target（目標)、Implementation（実施）、Governance（ガバナンス）、Engagement（関
与））・評価基準・評価方法を体系的に解説し、企業の自然関連リスク・機会・目標・実施・ガバナンス・エン
ゲージメントの進捗を評価・公開する枠組みを提示。

出所：Nature Action 100「Nature Action 100 Company Benchmark Methodology」

Nature Action 100: Nature Action 100 Company Benchmark Methodology

https://www.natureaction100.org/media/2024/10/Nature-Action-100-Company-Benchmark-Methodology-October-2024.pdf
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主要ガイダンス紹介：#9 Nature Action 100（2/2）

Indicator 投資家の期待 Sub Indicator

Indicator1: 野心
2030年までに、自然喪失の主要な要因への寄与を
最小化し、運営レベルおよびバリューチェーン全体で
生態系を保全・回復することを公にコミットする。

• 1.1.企業は自然喪失の主要な要因を回避・削減し、または生態系を回復・再生することへのコ
ミットメントを持つ。

Indicator2: 評価
運営レベルおよびバリューチェーン全体で、自然関連
の依存性、影響、リスク、機会を評価し、公表する。

• 2.1.企業は、直接運営および上流・下流のバリューチェーン内で、環境的に敏感な場所に位置
するすべての資産と活動の場所を公表する。

• 2.2. 企業は、自然への重要な依存関係と影響に起因するリスクと機会を評価し、公表してい
る。

Indicator3: 目標

自然関連の依存性、影響、リスク、機会に関するリス
ク評価に基づいた、期限付きで文脈に即した科学的
な目標を設定する。目標に対する年間進捗状況を
公表する。

• 3.1.企業は、自然喪失の主要な要因を回避・削減し、生態系を回復・再生するための包括的
で測定可能な目標を持つ。

• 3.2.企業の目標は、自然に関連する重要な影響と依存関係に関係し、公平かつ独立した第
三者によって検証され、企業の気候目標を考慮した統合的な方法で設計されている。

• 3.3.企業は、目標に向けた進捗状況を毎年公表している。

Indicator4: 実施

目標を達成するための企業全体の計画を策定する。
計画の設計と実施は権利ベースのアプローチを優先
し、影響を受ける場合には先住民や地域コミュニティ
と協力して行うべきである。計画に対する年間進捗
状況を公表する。

• 4.1.企業は、自然関連の目標を達成するための戦略を公表する。
• 4.2.企業は、先住民および地域コミュニティの権利を尊重し、維持している。
• 4.3.企業の財政政策は、自然関連目標の達成に一致している。

Indicator5: 
ガバナンス

自然関連の依存性、影響、リスク、機会を評価・管
理する上での経営陣の役割を明らかにし、取締役会
の監督を確立する。

• 5.1.企業の取締役会は、自然関連の依存性、影響、リスク、機会、ならびに先住民や地域コ
ミュニティとの関わりに関する監督を明確に行う。

• 5.2.取締役会は、企業の自然に関する行動が先住民および地域コミュニティに与える影響を含
む、自然関連の依存関係、影響、リスク、機会に関する問題を監督するための十分な専門知
識を有している。

• 5.3.自然関連の問題を評価・管理する責任は上級幹部レベルに割り当てられ、幹部報酬の
取り決めには自然目標の達成状況が組み込まれている。

Indicator6: 
エンゲージメント

バリューチェーン全体の関係者、業界団体、政策立
案者、その他のステークホルダーと協力し、計画の実
施と目標達成を可能にする環境を整える。

• 6.1.企業は、自然関連の目標を達成するためにバリューチェーンと関わる。
• 6.2.企業は、直接的なロビー活動及び生物多様性計画に一致しない会員団体に対する期待

を公表している。
• 6.3.企業は、自然関連の問題に関して主要な利害関係者を特定し、関与し、これらの活動の

成果を戦略と運営に組み込んでいる。
• 6.4.企業は、自然に関する企業の行動によって悪影響を受けた個人やコミュニティが苦情や懸

念を提起できる苦情処理および救済メカニズムを有している。データソース：Nature Action 100「Nature Action 100 Company Benchmark Methodology」

投資家が企業に対して、
生物多様性の観点で期待
する行動指標を6つの
Indicatorで整理。投資
家と企業のエンゲージメント
戦略を策定する際に利用さ
れ、企業の進捗状況を評価
することを目的とする

https://www.natureaction100.org/media/2024/10/Nature-Action-100-Company-Benchmark-Methodology-October-2024.pdf
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主要ガイダンス紹介：#11 UNEP FI・ほか（1/2）

1. Scope of the guide/ガイドのスコープ
2. The critical interplay between nature and insurance / 自然と保険の重要な相互関係
3. Insurance for a resilient and nature-positive future / レジリエントでネイチャーポジティブな未来のための保険
4. Foundation to determine actions: Understand your context / 行動を決定するための基盤：自分たちの状況を理解する
5. Priority actions on nature: Non-life insurance business / 自然に関する優先行動：損害保険事業
6. Priority action on nature—Life & health insurance business / 自然に関する優先行動：生命・健康保険事業

目次

発行年月

目的

2024年12月

◼ 保険業界を対象に、自然関連課題への対応を強化し、昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）の目標と
整合した優先的行動を示すことで、2030年までの自然損失の阻止・回復と2050年の自然と調和した社会の実
現に貢献すること。

発行機関
UNEP FI

PSI Working Group of Nature

内容

◼ 保険は経済活動の推進役であると同時に、自然損失の要因への対応や新たなリスクの吸収を通じて、コミュニティ
や経済のレジリエンス構築にも責任を持つ。

◼ 保険業界がこの二重の責任を果たすための具体的かつ実践的な行動を示し、保険バリューチェーン全体で自然
関連の依存・インパクト・リスク・機会に対応する必要性を強調し、生命・損害保険の両方における行動例を提示。

出所：UNEP FI 「Insuring a Resilient Nature-Positive Future」

UNEP FI: Insuring a Resilient Nature-Positive Future

https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/12/Insurance-for-Nature-Positive-Future_Executive-Summary-4.pdf
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主要ガイダンス紹介：#11 UNEP FI・ほか（2/2）

◼ 保険事業が自然課題に対応し、ネイチャーポジティブを実現するための変化の理論（Theory of Change）に沿って議論を整理。

データソース：UNEP FI 「Insuring a Resilient Nature-Positive Future」

保険業界が取るべきプライオリティーアクションを
①能力と文化、②戦略とガバナンス、③リスク分析と管理サービス、④ステークホルダーへのエンゲージメント、
⑤顧客および仲介者へのエンゲージメント、⑥ESGリスク管理と引受、⑦リスク移転ソリューションと商品設計、
⑧クレーム管理およびサプライヤーエンゲージメントの８つの類型で解説。

https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2024/12/Insurance-for-Nature-Positive-Future_Executive-Summary-4.pdf
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主要ガイダンス紹介：#13 ICMA（1/2）

1. Use of proceeds for nature-themed bonds / ネイチャー・テーマ型ボンドの資金使途
2. Impact Reporting  / インパクトの報告
3. Sustainability-Linked Bonds with a Focus on Nature / 自然に焦点を当てたサステナビリティ・リンク・ボンド
Appendix: Indicative nature-related projects and impact reporting indicators / 付録：自然関連プロジェクト例およびインパクト報告指標

目次

発行年月

目的

2025年6月

◼ グリーンボンド発行体、投資家を対象に、信頼性の高いネイチャー・テーマボンドの発行、投資判断、取引設計、
レビューを行うための実務的指針を提供すること。

発行機関 ICMA

内容
◼ グリーンボンド原則等の国際基準に基づき、自然関連プロジェクトへの資金調達やインパクト報告、KPI設定等、

ネイチャー・テーマボンドの具体的な設計・運用方法を体系的に解説。

ICMA : Sustainable Bonds for Nature : A Practitioner's Guide 

出所：ICMA 「Sustainable Bonds for Nature:A Practitioner’s Guide」

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2025-updates/Sustainable-Bonds-for-Nature-A-Practitioners-Guide-June-2025.pdf
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主要ガイダンス紹介：#13 ICMA（2/2）

◼ 2022年採択「昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）」達成には年間7,000億ドルの資金が必要とされ、債券市場がその資金
動員に大きな役割を果たす可能性があると強調されている。ネイチャーテーマ型ボンドの対象となるプロジェクト例や、インパクト報告指
標、GBPの10カテゴリーごとの具体的な事例、GBF目標との関連性、定量・定性情報の活用方法などが詳細に整理されている。

◼ その他、下記の考え方が提示されている。

• 「気候変動と自然は関係しているが、すべての気候関連プロジェクトが自然に直接利益をもらたすものではなく、また、すべての自然
関連プロジェクトが気候変動を緩和または適応を支援するものではない

• ボンドの発行者によって、グリーンボンド原則や資金の使用使途等についての詳細が提供されることが必要

• 自然関連プロジェクトは、 GBP（グリーンボンド原則）の対象となる10のグリーンプロジェクトのカテゴリー全てにまたがり得る

附属書にて、GBPの10のカテゴリ（再生可能エネルギー、エネルギー効率、汚染防止・管理、天然資源および土地利用の環境的に持続可能な管理、陸
域・水域の生物多様性保全、クリーンな交通・物流、持続可能な水・廃水管理、気候変動適応、循環型経済に適応した製品・生産技術およびプロセス、グ
リーンビルディング）の各分野ごとの具体的なプロジェクト例とインパクト指標、GBFターゲットとの関連性を網羅的に掲載。

出所：ICMA 「Sustainable Bonds for Nature:A Practitioner’s Guide」

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/2025-updates/Sustainable-Bonds-for-Nature-A-Practitioners-Guide-June-2025.pdf
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ネイチャーファイナンスに係る国外企業事例一覧（1/2）

◼ 国外の投資家や金融機関においてもNPを推進するポリシーや取組を推進している事例あり。今後、優良事例紹介等も検討する。

# セクター 国 企業 方針 取組内容 リンク

1
資産
運用

グローバル
Allianz Global 
Investors

「Biodiversity Policy Statement」を公表し、投資を受ける企業
が包括的な戦略やアクション、情報開示などを通じて生物多様性リ
スクに対応することを期待すると明示。
株主としての議決行使権やエンゲージメントを通じて生物多様性リス
クに対応する。

生物多様性に関するエンゲーメント（企業への要請や議決行使権
の活用）を実施。生物多様性に関する分析やレポートを通じてその
成果を公開。

●

2
資産
運用

イギリス Aviva Investors
投資運用において、「Nature（自然）」を同社のスチュワードシップ
の中核に置き、TNFD等に整合した方針を公表。生物多様性・森
林破壊・水などのテーマ別のプログラムを発表。

2024年に「Nature Engagement Programmes」を開始。約
50社を対象に、自然への影響や依存度を評価し、自然に配慮した
ビジネスの意思決定を行うことを奨励。そのほか、自然資本向けの投
資商品Aviva Investors Natural Capital Global Equity 
Fund等を運用。

●
●

3
資産
運用

ノルウェー
KLP Asset 
Management

企業に対する「期待」に気候・自然に関する情報整備・開示・行動
を求める。

企業向けに「Expectations on climate and 
nature(2023）」を公開し、陸域・海域それぞれに対する企業への
期待事項を提示。同社もNbSを投資目標KPIに含めるなど、投資
方針を明確化。

●

4
資産
運用

フランス
BNP Paribas Asset 
Management

「Sustainable by Nature」ロードマップを策定し、自然・生物多
様性を投資プロセスに組み込む方針を提示。

SEQUEL等のツールを使用してポートフォリオのNature Footprint
を定量化し、投資プロセスに実装。

●
●

5 保険 オランダ Achmea
2024年に発表された「Biodiversity Whitepaper」にて、自然の
保全・回復を保険・投資の両面で扱う戦略を発表。

ホワイトペーパーに基づく投資ポートフォリオ分析、拠点における自然
保全アクション、サステナブル調達を推進。

●

6 保険 オランダ NN Group
2024年に発表された生物多様性アプローチに関する白書で自然に
関する投資アプローチを公表。

Nature Action Planを策定し、投資ポートフォリオのパイロット評価
（住宅不動産を対象としたプロジェクト）や、生物多様性に関する
社内教育制度の導入を実施。

●
●

詳細ご紹介

https://www.allianzgi.com/-/media/allianzgi/globalagi/our-firm/ouresgapproach/2023/allianzgi-biodiversity-policy-statement-2023.pdf
https://www.avivainvestors.com/en-gb/views/aiq-investment-thinking/2024/12/biodiversity-cop16/
https://www.avivainvestors.com/en-gb/capabilities/equities/natural-capital-global-equity-fund/
https://www.klp.no/om-klp/samfunnsansvar/vi-er-en-engasjert-og-ansvarlig-eier/klps-eierforventninger/KLP%20expectations%20on%20climate%20and%20nature%20Feb%202023.pdf
https://docfinder.bnpparibas-am.com/api/files/940B42EF-AFFF-4C89-8C32-D9BFBA72BF24
https://docfinder.bnpparibas-am.com/api/files/60B8656F-6A6F-4A35-9244-A997DCCB59FD
https://www.achmea.nl/-/media/achmea/documenten/duurzaamheid/documentatie-mvb/biodiversity-whitepaper-final-version-2024.pdf
file:///D:/Users/saiwata/Downloads/NN%20Group_Biodiversity%20paper_January%202024.pdf
https://www.nn-group.com/news/biodiversity-progress-update-for-our-investments/#:~:text=Early%202024%2C%20we%20published%20a%20biodiversity%20white%20paper,portfolio%2C%20as%20well%20as%20key%20milestones%20towards%202030.
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ネイチャーファイナンスに係る国外企業事例一覧（2/2）

◼ 国外の投資家や金融機関においてもNPを推進するポリシーや取組を推進している事例あり。今後、優良事例紹介等も検討する。

# セクター 国 企業 方針 取組内容 リンク

7 銀行 デンマーク Danske Bank
グループ戦略に「Nature & Biodiversity」を掲げ、融資・投資の
両面で自然リスク対応を推進。

北欧諸国における100社の企業エンゲージメント白書を発表し、企
業の生物多様性に関する取組のアセスメント方法論を公表。

●
●

8 銀行 スイス
Bank J. Safra 
Sarasin

サステナブル投資方針に、自然・生物多様性を含む。スチュワード
シップを通じた企業との対話を重視する姿勢を表明。

同社独自の分析ツール（Proprietary biodiversity engine）
を開発し、投資選定やエンゲージメントに活用。

●
●

9
金融

サービス
アメリカ S&P Global

Nature & Biodiversity をマテリアル課題と位置づけ、TNFD等の
フレームに沿ったデータセット・方法論の提供を行う。

Nature & Biodiversity Risk Datasetや、Nature Risk 
Platform（企業が自然への影響・依存を定量的に分析するツー
ル）、Methodology等のドキュメントを公開。企業・資産レベルで
の自然への影響・依存を測る指標を多数提供。

●

詳細ご紹介

https://danskebank.com/sustainability/strategic-direction
https://danskebank.com/-/media/danske-bank-com/file-cloud/2024/1/navigating-biodiversity---a-review-of-100-nordic-companies-website.pdf?rev=dda1c36556ac42588a85490dc1c4e2e2
https://www.jsafrasarasin.com/content/dam/jsafrasarasin/expertise/sustainable/documents/jss__sustainable_investment_policy.pdf.coredownload.inline.pdf
https://jsafrasarasin.com/en/expertise/sustainable-investments/Stewardship-Report-2024.html
https://www.spglobal.com/sustainable1/en/solutions/nature-and-biodiversity
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国外企業事例紹介：#2 Aviva Investors

◼ Aviva Investorsは、自然資本向けの投資商品Aviva Investors Natural Capital Global Equity Fundを運用する。

• アクティブ・ファンダメンタル・リサーチ
主導型のファンド

• 売上の最低20％を、人間による
自然への影響を軽減する製品や
サービスの提供から得ている「ソ
リューション」企業と、事業運営をよ
りネイチャーポジティブな経済へと
移行させる分野においてリーダー的
存在である「トランジション」企業に
投資

• 投資テーマは以下4つのSDGs目標
と整合が図られる

投資ポートフォリオKPI

Aviva Investorsの投資活動全体が本ファンドの目的に整合しているかを示
すためのポートフォリオKPI。自然資本へのソリューションが売上の20%以上
である企業の割合は同社の保有するファンド全体の42%

Aviva Investors Natural Capital Global Equity Fund

データソース：Aviva Investors 「Natural Capital Global Equity Fund | Sustainable investing - Aviva Investors」

https://www.avivainvestors.com/en-gb/capabilities/equities/natural-capital-global-equity-fund/
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生物多様性に関して、アセットオーナーとして運用会社を通じた積極的な
働きかけを実施

国外企業事例紹介： #6 NN Group

◼ 保険会社としてアセット・オーナーの側面をもつNN Groupは、ENCOREを用いて自社の生態系に対するリスクアセスメントを実施。

◼ 不動産ポートフォリオにおいて、デュー・ディリジェンスプロセスに生物多様性関連の認証基準を評価したり、不動産開発における生物多様
性配慮のパイロット調査を実施したりと、投資先に対する積極的なエンゲージメントを実施。

ENCOREを用いて、同社のコーポレート投資ポートフォリオの167にわたるサ
ブセクターにおける生態系への影響と依存のアセスメントを行い、11のプライオ
リティーセクターを公開

事例１：デューディリジェンス実施時の生物多様性基準の評価

• 不動産ポートフォリオにおける、取得時のデュー・ディリジェンスプロセスで、グリーン
ビルディング認証の一環として生物多様性基準を評価

• BREEAM認証が多く使われており、土地利用と生態系、廃棄物、水、汚染に関
するモジュールが含まれる。開発業者に対して、持続可能な土地利用の実践、生
息地の保護、建設現場およびその周辺地域における長期的な生物多様性の創
出・向上を促すねらい

事例２：住宅用不動産プロジェクトのための生物多様性パイロット調
査実施

• NN Groupの不動産部門のポートフォリオ管理を行うCBRE Investment 
Managementとサステナビリティコンサルの支援を受けて、不動産開発プロセスにお
いて生物多様性配慮を行うパイロット調査を実施

• 不動産への投資や開発を行うにあたって生物多様性を促進するための提言を行
うために、不動産開発における4つのシナリオ（中庭、屋上緑化、緑のバルコニー
の植栽オプション、舗装の植生への置き換え）を検討し、その利点を評価

• 同社の投資において生物多様性を評価・実務に組み込む試みとして位置づけ

コーポレート投資におけるインパクトマッピング

データソース：NN Group「White Paper: Biodiversity approach for our investments」「Biodiversity progress update for our investments」

https://www.nn-group.com/news/white-paper-biodiversity-approach-for-our-investments/
https://www.nn-group.com/news/biodiversity-progress-update-for-our-investments/#:~:text=Early%202024%2C%20we%20published%20a%20biodiversity%20white%20paper,portfolio%2C%20as%20well%20as%20key%20milestones%20towards%202030.
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国外企業事例紹介： #7 Danske Bank

◼ Danske Bankは、北欧諸国にある100社の企業を対象とした生物多様性アセスメントを実施。

◼ アセスメントにおいて企業の生物多様性マネジメント品質を測るための19の指標を提示。

1. 企業は生物多様性を事業上の課題として認識している

2. 企業は、生物多様性を事業にとって関連するリスクおよび/または機会として認識している

3. 企業は生物多様性に関する（または同等の）方針・行動へのコミットメントを持っている

4. 企業は自然への影響を最小限に抑えることを公に約束している

5. 企業は自然の回復に取り組むことを公に約束している

6. 企業は自社の直接的な事業活動における影響および依存関係について情報を公開している

7. 企業は期限付きかつ状況に応じた目標を設定している

8. 企業は、業界団体がグローバル生物多様性枠組みに沿ってロビー活動を行うよう確保するプロセ
スを持っている

9. 企業はTNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）の勧告を実施することを約束している

10.企業は目標達成のための全社的な計画を策定している

11.その計画は、影響を受ける場合には先住民や地域コミュニティと協働して作成されている

12.企業はサプライヤー行動規範に生物多様性を盛り込んでいる

13.企業は科学的根拠に基づく目標を設定している

14.企業はバリューチェーン全体における影響および依存関係について情報を公開している

15.企業の取締役会は生物多様性について明確な監督責任を持っている

16.企業はグローバル生物多様性枠組みに沿ったロビー活動方針を持ち、そのすべての直接的なロ
ビー活動がこの方針に沿っている

17.企業はTNFDフレームワークに準拠して報告している

18.企業は関連する自然再生プロジェクトを開始している

19.企業の影響及び依存関係の評価は第三者によって検証されている

生物多様性 Management Quality Indicators

データソース：Danske Bank「Navigating Biodiversity: A review of 100 Nordic Companies」

TNFDフレームワーク（1.ガバナンス、2.戦略、3.リスクマネジメン
ト、4.指標と目標）と対応した19の指標によって、企業の生物多
様性に対するマネジメント成熟度を測る

https://danskebank.com/-/media/danske-bank-com/file-cloud/2024/1/navigating-biodiversity---a-review-of-100-nordic-companies-website.pdf?rev=dda1c36556ac42588a85490dc1c4e2e2
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国外企業事例紹介： #9 S&P Global

データソース：S&P Global「生物多様性 - 指数 | S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス」

◼ S&P Global は、２種類の生物多様性指数を開発。

◼ 指数の評価に関しては、 UNEPと共同で開発した、 Nature & Diversity Riskデータセットや、自然への影響と依存を分析するための
手法であるネイチャーリスクプロファイルに基づく企業評価が行われる。

指数設計のために使用されるNature & Diversity Risk データセットは、
S&P Global とUNEPがその概念を開発し、生態系サービスに関する、マテリ
アリティ度合い、依存度度合い、影響度合いの3つをインプット指標として
用いる

S&P の生物多様性指数 Nature & Diversity Risk データセット

https://www.spglobal.com/spdji/jp/indices/sustainability/sp-500-biodiversity-index/#overview
https://www.spglobal.com/spdji/jp/index-family/sustainability/climate/biodiversity/#indices
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ネイチャーファイナンスに係る国内企業事例一覧（1/2）

◼ 国内の金融機関等においてもNPを推進する金融商品を開発している事例あり。

＃ セクター 企業名 プロジェクト・商品名 概要

1

銀行
信託銀行
信用金庫
地銀等

みずほ銀行、みずほリサーチ＆テクノ
ロジーズ

Mizuho 自然資本インパクトファイナンス
• TNFD等の自然資本関連の枠組みやガイドライン等を参考に自然資本の取組および

開示状況について評価（ネガティブ・インパクトの抑制を含む）を実施。評価段階に応
じて、自然資本に関連する定量・定性的なKPIを設定。

2 三菱UFJ銀行 自然資本経営評価型ローン

• 取引先の自然資本経営の取組を評価し、一定基準以上のスコアを取得した取引先を
対象としたローン。

• 株式会社日本格付研究所による客観的な評価を実施し、課題などを取引先にフィー
ドバック。

3 三井住友銀行 自然資本経営推進分析融資
• 取引先の自然資本経営に関する取組や情報開示について診断・分析し、今後の課題

や対策案、取組事例などを取引先に還元することで、自然資本経営の推進に向けた
支援を行う融資商品。

4 三井住友信託銀行 ネイチャー・インパクトファイナンス

• 同社による「サステナビリティ体制評価」ならびに専門評価会社による「自然に対するイン
パクト評価」および「TNFD開示等に基づく自然資本経営評価」により、取引先の事業
活動が自然に与えるインパクトを特定。

• TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）提言等に基づく情報開示の更なる
充実を促すことを通じて、取引先の自然に対する取組を支援し、持続可能な社会の発
展に貢献していくことを企図したローン。

5
三井住友トラスト・インベストメント、
SBI新生企業投資

サーキュラーエコノミー・ネイチャーポジティブ1号ファ
ンド
(100億円規模)のリリース)

• 国内のサーキュラーエコノミー、ネイチャーポジティブ及びクライメートテック分野のスタート
アップ企業に投資を行うファンド。

• 企業や地域と積極的に連携しながら投資先企業を支援することで、循環型システムの
構築と自然に根差した変革による豊かなくらしの実現に貢献することを目指す。

https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/sustainability/natural_capital/index.html
https://www.mufg.jp/dam/csr/report/tnfd/2025_ja.pdf
https://www.smbc.co.jp/hojin/financing/sustainable/promotion/nature/
https://www.smtb.jp/business/pif/nature_structure
https://www.smtic.jp/news/20250331.html
https://www.smtic.jp/news/20250331.html
https://www.smtic.jp/news/20250331.html
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ネイチャーファイナンスに係る国内企業事例一覧（2/2）

◼ 国内の金融機関等においてもNPを推進する金融商品を開発している事例あり。

＃ セクター 企業名 プロジェクト・商品名 概要

6 銀行
信託銀行
信用金庫
地銀等

七十七銀行 宮城県沿岸部におけるブルーエコノミーの構築

• 宮城県内における漁業および水産加工業で、海水温上昇等に伴う漁獲高の変化等、
気候変動による事業への影響が発生している状況等を踏まえ、地方公共団体や事業
者等とも連携しながら、漁業および水産加工業の取引先のサステナビリティ向上に向け
た目標を設定して取組を実施。

7 肥後銀行 ひぎんSDGsサポートローン
• SDGsへの取組を実施、または今後検討している法人および個人事業主を対象とした

ローン商品。

8

保険

MS&ADホールディングス
自然資本・生物多様性の保全・回復に資する
商品・サービスの提供（森林の再造林を保証す
る火災保険「フォレストキーパー」など

• 火災等により罹災した森林の再造林に要する費用を補償することにより、再造林を促し、
自然資本・生物多様性の保全・回復を支援する保険商品。

9 損害保険ジャパン 森林由来のカーボンクレジットに関する補償
• 森林クレジットの導入を促進することを目的とした補償。クレジット創出者が所有する森

林に損害が発生した場合、CO2吸収量が減少し、想定したクレジットを得られないなど
のリスクを補償。

10
機関

投資家
日本生命保険相互会社

日本生命
ネイチャー・ファイナンス・アプローチ

• 企業のさまざまな事業や取組を自然の回復の観点で定量的に測定・評価する手法をま
とめた「日本生命ネイチャー・ファイナンス・アプローチ」を策定。

• 自然の回復に影響の大きい陸域植物（森林等）を対象に、地球環境において人類が
安心して暮らせる状態の限界を示す「プラネタリーバウンダリー」の指標を採用。

11 評価機関 格付投資情報センター（R&I）
自然資本に関するサステナブルファイナンスの考え
方について

• 自然資本に関するサステナブルファイナンスについて、R&I の評価の考え方を公表。
• 生物自然資源の利用や生物多様性の保全等の自然資本に関する KPI（重要業績

評価指標）の設定が資金調達者の事業全体にとって中核・重要であることを確認。
TNFD のグローバル中核開示指標と共に、ICMA が公表する KPI レジストリなどを参
考に資金調達者の属性や業界における重要性の高さなどを考慮。

https://www.77bank.co.jp/pdf/newsrelease/23071004_esg.pdf
https://www.higobank.co.jp/business/service/funding/funds/support.html
https://www.ms-ad-hd.com/ja/csr/quality/creature.html
https://www.ms-ad-hd.com/ja/csr/quality/creature.html
https://www.ms-ad-hd.com/ja/csr/quality/creature.html
https://www.sompo-hd.com/csr/materiality/topic4/
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/shisan_unyou/esg/pdf/2025-nature-finance-approach.pdf
https://www.nissay.co.jp/kaisha/csr/shisan_unyou/esg/pdf/2025-nature-finance-approach.pdf
https://www.r-i.co.jp/rating/products/esg/pofv_natural_capital_jpn.pdf
https://www.r-i.co.jp/rating/products/esg/pofv_natural_capital_jpn.pdf


5．課題感を踏まえた、ネイチャーファイナンスの拡大・質向上に向けた
投融資におけるNP配慮指針(仮称)等の方向性について
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投融資におけるNP配慮指針（仮称）の課題・背景、想定利用者、目的、公表方法

①
想
定
利
用
者

②
目
的

• NP関連の取組への投融資を行う金融機関・投資家 • ネイチャーファイナンスの拡大・質向上のために、企業
のNP経営に対する評価の指針となる基礎情報や国
内外の各種動向を取りまとめる

• さらに、金融機関・投資家が企業へのエンゲージメント
を通じてNP経営の価値を適切に評価し、投融資を促
進するための方向性を示す

③
公
表

方
法

• 環境省 ネイチャーポジティブ経営推進プラットフォーム
のお役立ちリンク集等に掲載（予定）

◼ NPE移行戦略ロードマップでは、「NPE移行後の状態（絵姿）」として「金融機関・投資家が建設的な対話を通じて企業のNP
取組を投融資判断に織り込み、投融資を行っている」ことを提示 ーNPE移行戦略ロードマップ pp. 5-6

◼ 企業のNP経営の評価指標が単一ではなく、また評価に必要な情報・理解材料が不足している状況。今後、ネイチャーファイナ
ンスの拡大・質向上を促進するためには、金融機関・投資家が、企業のNP経営の価値を適切に評価した上で投融資判断をでき
る（＝投融資方針にNPが織り込まれている）ようにすることが必要 ーNPE移行戦略ロードマップ p. 16

◼ 金融機関と企業が共通の目線を持ち、キャッシュフローや目指すべき姿を明確にするプロセスにおいて、指標の設計やエンゲージメ
ントの質向上が求められる。また、現状ではアセスメントやデータも不足しており、開示指標自体が十分に整備されていない。金融
機関・投資家が、企業のNP経営の価値を適切に評価した上で投融資判断をするための指針が必要 ー過年度意見各種

◼ 上記をふまえ、国内のネイチャーファイナンスの拡大・質を向上させるための、投融資におけるNP配慮指針等（仮称、国内外の
優良事例含む）の検討・策定を行う ーNPE移行戦略ロードマップ p. 16

⓪
課
題
・
背
景
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投融資におけるNP配慮指針（仮称）の課題・背景、想定利用者、目的、公表方法

⓪
～
②
を
踏
ま
え
た
、
主
な
記
載
事
項
案

• ネイチャーファイナンスの新たな可能性（ファイナンスセクターのリスク・機会）

• ネイチャーファイナンス拡大の必要性（国際目標・国内戦略達成への資金ギャップ）

• ネイチャーファイナンスの定義、考え方

• ネイチャーファイナンスの国内外動向（各種イニシアティブ動向含む）

• ネイチャーファイナンスの拡大・質向上にむけた要点

• TNFD等を通じたエンゲージメントのポイント
（国内外優良事例や企業価値向上ストーリー等を踏まえて整理）

• 企業の事業活動関連のKPIの考え方（TNFD指標等含め）

• ネイチャーファイナンス促進に向けた日本におけるファイナンスセクターに向けた期待

（参考資料編）

• ネイチャーファイナンス関連優良事例集

• ネイチャーファイナンス関連文献集



6．ご議論いただきたい論点
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ご議論いただきたい論点

本指針策定に向けて、各論点に対してご意見をいただき、
ディスカッションさせていただきたい

【論点①ネイチャーファイナンスの国内外動向・文献・企業事例】

1. 紹介した動向のうち、本検討にあたって特に焦点を当てるべき動向はあるか

2. その他、今後のガイドライン策定等を推進していくにあたって参照すべき動向（文献・事例等）はあるか

【論点②ネイチャーファイナンスの拡大・質向上に向けた本指針の作成の方向性について】

1. 本指針の目的、想定利用者、記載事項案等についていかがか

2. TNFD開示等を通じたエンゲージメント・投融資の実施に向けて、投資家・金融機関が留意すべきポイント・テー
マは何か

3. p.19に掲載のネイチャーファイナンスの定義のうち、本指針で特に焦点を当てるべき（＝日本のファイナンスセクターが
注力すべき）要素は何か

4. 本指針を多くの投資家・金融機関に利活用いただくための効果的な打ち出し方法（タイトル、発信媒体等）につ
いてはいかがか ※第２回コアメンバー会議でも引き続き議論予定

次頁に考察・論点詳細説明
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論点②-2「エンゲージメント・投融資の実施に向けて、投資家・金融機関が留意すべきポイント・テーマ」
について

考
察

• 既存文献・事例のうち、特にPRI、 Nature Action100 、Danske Bank（後頁に再掲）は、エンゲージメントにお
ける観点・指針を掲げている。

• PRIとDanske Bankの指針は、主にTNFD構成と同様に4本柱（ガバナンス、戦略、リスク・影響管理、指標・目
標）にて整理している。

• Nature Action 100の指針は、上記のTNFDにおける観点に類似する内容に加えて、Indicator1：野心（コミッ
トメントを持つこと）等も掲げている。

• 投融資におけるNP配慮指針（仮称）上の「TNFD等を通じたエンゲージメントのポイント」取りまとめにあたっては、これ
らの文献・事例上の内容を基礎としつつ、「日本特有のポイント」も追加的に盛り込む方向性で検討予定。

論
点

• これらの既存文献を基礎にして、本指針を作成するにあたり、特に以下についてご意見いただきたい。
1. 上の既存指針のうち、（現状の日本企業TNFD開示の課題感等踏まえて）日本の投資家・金融機関が特に
留意・重視すべき点はあるか

2. 上記既存指針の内容に加えて、日本におけるネイチャーファイナンスを促進するために、追加で言及すべき観点
などあるか
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【再掲】主要ガイダンス紹介：#8 PRI・ほか（3/3）

◼ アセット・オーナーが、運用会社（アセット・マネジャー）のアプローチが自社のアプローチとどれだけ整合しているかを評価するための質問例
を、ガバナンス、戦略、目標と指標、リスクマネジメント、情報開示の５つの観点で例示。

アセット・オーナーが、アセット・マネジャーとの
エンゲージメントをする際に、ディスカッション
や更なる情報収集を行うために効果的な質
問集を例示。その際に参照できるPRI発行
の関連リソースも示す

参考PRI資料の紹介

出所：PRI 「責任投資の入門ガイド： アセット・オーナー向け生物多様性入門ガイド」

https://www.unpri.org/download?ac=21651
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【再掲】主要ガイダンス紹介：#9 Nature Action 100（2/2）

Indicator 投資家の期待 Sub Indicator

Indicator1: 野心
2030年までに、自然喪失の主要な要因への寄与を
最小化し、運営レベルおよびバリューチェーン全体で
生態系を保全・回復することを公にコミットする。

• 1.1.企業は自然喪失の主要な要因を回避・削減し、または生態系を回復・再生することへのコ
ミットメントを持つ。

Indicator2: 評価
運営レベルおよびバリューチェーン全体で、自然関連
の依存性、影響、リスク、機会を評価し、公表する。

• 2.1.企業は、直接運営および上流・下流のバリューチェーン内で、環境的に敏感な場所に位置
するすべての資産と活動の場所を公表する。

• 2.2. 企業は、自然への重要な依存関係と影響に起因するリスクと機会を評価し、公表してい
る。

Indicator3: 目標

自然関連の依存性、影響、リスク、機会に関するリス
ク評価に基づいた、期限付きで文脈に即した科学的
な目標を設定する。目標に対する年間進捗状況を
公表する。

• 3.1.企業は、自然喪失の主要な要因を回避・削減し、生態系を回復・再生するための包括的
で測定可能な目標を持つ。

• 3.2.企業の目標は、自然に関連する重要な影響と依存関係に関係し、公平かつ独立した第
三者によって検証され、企業の気候目標を考慮した統合的な方法で設計されている。

• 3.3.企業は、目標に向けた進捗状況を毎年公表している。

Indicator4: 実施

目標を達成するための企業全体の計画を策定する。
計画の設計と実施は権利ベースのアプローチを優先
し、影響を受ける場合には先住民や地域コミュニティ
と協力して行うべきである。計画に対する年間進捗
状況を公表する。

• 4.1.企業は、自然関連の目標を達成するための戦略を公表する。
• 4.2.企業は、先住民および地域コミュニティの権利を尊重し、維持している。
• 4.3.企業の財政政策は、自然関連目標の達成に一致している。

Indicator5: 
ガバナンス

自然関連の依存性、影響、リスク、機会を評価・管
理する上での経営陣の役割を明らかにし、取締役会
の監督を確立する。

• 5.1.企業の取締役会は、自然関連の依存性、影響、リスク、機会、ならびに先住民や地域コ
ミュニティとの関わりに関する監督を明確に行う。

• 5.2.取締役会は、企業の自然に関する行動が先住民および地域コミュニティに与える影響を含
む、自然関連の依存関係、影響、リスク、機会に関する問題を監督するための十分な専門知
識を有している。

• 5.3.自然関連の問題を評価・管理する責任は上級幹部レベルに割り当てられ、幹部報酬の
取り決めには自然目標の達成状況が組み込まれている。

Indicator6: 
エンゲージメント

バリューチェーン全体の関係者、業界団体、政策立
案者、その他のステークホルダーと協力し、計画の実
施と目標達成を可能にする環境を整える。

• 6.1.企業は、自然関連の目標を達成するためにバリューチェーンと関わる。
• 6.2.企業は、直接的なロビー活動及び生物多様性計画に一致しない会員団体に対する期待

を公表している。
• 6.3.企業は、自然関連の問題に関して主要な利害関係者を特定し、関与し、これらの活動の

成果を戦略と運営に組み込んでいる。
• 6.4.企業は、自然に関する企業の行動によって悪影響を受けた個人やコミュニティが苦情や懸

念を提起できる苦情処理および救済メカニズムを有している。データソース：Nature Action 100「Nature Action 100 Company Benchmark Methodology」

投資家が企業に対して、
生物多様性の観点で期待
する行動指標を6つの
Indicatorで整理。投資
家と企業のエンゲージメント
戦略を策定する際に利用さ
れ、企業の進捗状況を評価
することを目的とする

https://www.natureaction100.org/media/2024/10/Nature-Action-100-Company-Benchmark-Methodology-October-2024.pdf
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【再掲】国外企業事例紹介： #7 Danske Bank

◼ Danske Bankは、北欧諸国にある100社の企業を対象とした生物多様性アセスメントを実施。

◼ アセスメントにおいて、企業の生物多様性マネジメント品質を測るための19の指標を提示。

1. 企業は生物多様性を事業上の課題として認識している

2. 企業は、生物多様性を事業にとって関連するリスクおよび/または機会として認識している

3. 企業は生物多様性に関する（または同等の）方針・行動へのコミットメントを持っている

4. 企業は自然への影響を最小限に抑えることを公に約束している

5. 企業は自然の回復に取り組むことを公に約束している

6. 企業は自社の直接的な事業活動における影響および依存関係について情報を公開している

7. 企業は期限付きかつ状況に応じた目標を設定している

8. 企業は、業界団体がグローバル生物多様性枠組みに沿ってロビー活動を行うよう確保するプロセ
スを持っている

9. 企業はTNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）の勧告を実施することを約束している

10.企業は目標達成のための全社的な計画を策定している

11.その計画は、影響を受ける場合には先住民や地域コミュニティと協働して作成されている

12.企業はサプライヤー行動規範に生物多様性を盛り込んでいる

13.企業は科学的根拠に基づく目標を設定している

14.企業はバリューチェーン全体における影響および依存関係について情報を公開している

15.企業の取締役会は生物多様性について明確な監督責任を持っている

16.企業はグローバル生物多様性枠組みに沿ったロビー活動方針を持ち、そのすべての直接的なロ
ビー活動がこの方針に沿っている

17.企業はTNFDフレームワークに準拠して報告している

18.企業は関連する自然再生プロジェクトを開始している

19.企業の影響および依存関係の評価は第三者によって検証されている

生物多様性 Management Quality Indicators

データソース：Danske Bank「Navigating Biodiversity: A review of 100 Nordic Companies」

TNFDフレームワーク（1.ガバナンス、2.戦略、3.リスクマネジメン
ト、4.指標と目標）と対応した19の指標によって、企業の生物多
様性に対するマネジメント成熟度を測る

https://danskebank.com/-/media/danske-bank-com/file-cloud/2024/1/navigating-biodiversity---a-review-of-100-nordic-companies-website.pdf?rev=dda1c36556ac42588a85490dc1c4e2e2
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